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第１ 目的 

本要領は、外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成 28

年法律第 89 号。以下「技能実習法」という。）第 2 条第 1 項に規定する技能実習の移行対

象職種・作業（外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則

（平成 28 年法務省・厚生労働省令第３号。以下「施行規則」という。）別表第二に掲げる

職種及び作業をいう。以下同じ。）の追加に係る基準その他必要な事項を定めることを目的

とする。 
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第２ 移行対象職種・作業の追加に係る手続きの概要・流れ 

 

１ 手続きの概要 

移行対象職種・作業（以下「移行対象職種」という。）に追加しようとする職種・作業

（以下「職種」という。）が、職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 44 条第 1

項に規定する検定職種に該当がない場合には、当該職種の属する事業を所管する省庁（以

下「業所管省庁」という。）が同意していることを前提に、当該職種に関する技能実習評

価試験（技能実習法第 8 条第 2 項第 6 号において規定する技能実習評価試験をいう。以下

同じ。）を整備することにより、移行対象職種として追加することができる（以下、追加

された当該職種を「評価試験対象職種」という。）。 

移行対象職種に追加しようとする職種が、検定職種に該当がある場合には、当該職種の

追加について業所管省庁が同意していることを前提に、当該検定職種に、基礎級、３級及

び２級（職業能力開発促進法施行規則（昭和 44 年労働省令第 24 号）第 62 条 5 号、第 4 号

及び第 3号に規定する技能実習生向けの検定等級。以下「基礎級等」という。）を整備（た

だし、３級及び２級が既に設定されている場合は、等級の追加）することにより、移行対

象職種に追加することができる（以下、追加された当該職種を「技能検定職種」という。）。 

（注）以下、技能実習評価試験及び技能検定職種とされた技能検定を、合わせて「公的評価システム」

という。 

 

（参考）技能検定と技能実習評価試験の対比表 

技能検定 技能実習評価試験 要求される技能・知識の水準 

特級 － 管理者又は監督者が通常有すべき技能・水準 

１級 － 上級の技能労働者が通常有すべき技能・水準 

(随時)２級 上級 中級の技能労働者が通常有すべき技能・水準 

(随時)３級 専門級 初級の技能労働者が通常有すべき技能・知識 

（旧基礎１級）  中級 基本的な業務を遂行するために必要な技能・知識 

基礎級 初級 基本的な業務を遂行するために必要な基礎的な技能・知識 

 

２ 手続きの流れ 

（１）評価試験対象職種として追加する場合 

① 関係者の合意 

ア 業界内の合意 

業界団体は、移行対象職種の追加について、業界内の合意を形成する。これは、

必要に応じ、ウの業所管省庁への相談と並行して行う。 

（注）企業単独型における社内検定型の技能実習評価試験（以下「社内検定型試験」という。）

を整備することにより職種の追加を行う場合を除く。 

なお、技能実習評価試験としての認定を受ける際は、業界内の合意を得て、業

界団体又はその関係団体の中から、技能実習評価試験の運営を担う試験実施機関
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を決定する。以下、この試験実施機関を認定申請者（注）という。 

（注）社内検定型試験の職種追加の場合は、技能実習生を受け入れる予定の実習実施者を指す。

以下同じ。 

イ 海外の実習ニーズの把握 

技能実習制度は技能移転による国際協力を制度趣旨としていることから、海外に

実習ニーズがあることが職種追加の前提となる。このため、追加作業を進めるに当

たり、認定申請者は、追加を要望する職種に係る海外の実習ニーズの存在を予め把

握しておく。具体的には、第４の１（４）を参照のこと。 

ウ 業所管省庁への相談 

認定申請者は、当該職種の追加について、業所管省庁に相談するとともに、その

内諾を得る（内諾の方法は、文書、メール又は口頭で差し支えない。）。その際、

業所管省庁は、オにおいて政策的判断を行う必要があることを踏まえ、相談に対応

することが望ましい。 

エ 外国人技能実習機構への連絡 

認定申請者は、アからウまでの進ちょく状況について、外国人技能実習機構（以

下「機構」という。）に連絡を行う。その際、機構は、認定申請者に対する助言・

指導を行うとともに、認定申請者からの相談状況について、定期又は不定期に、厚

生労働省人材開発統括官付海外人材育成担当参事官室（以下「海外人材育成担当参

事官室」という。）に情報提供を行う。海外人材育成担当参事官室は、機構を通じ

て、又は直接、認定申請者に対して必要な助言・指導を行う。 

オ 海外人材育成担当参事官室から業所管省庁に対する同意の照会・回答等 

海外人材育成担当参事官室は、業所管省庁に対し、当該職種の追加に係る同意に

ついて文書で照会を行う（様式２－１）。業所管省庁は、当該職種の追加について

同意を行おうとするときは、①業界内の合意があるか（社内検定型試験の追加の場

合を除く。）、②当該職種が属する産業の振興の観点から問題がないか、③その他

特段の問題が生じないか、という観点から、政策的判断を行い、これらの問題がな

いと認められれば、同意を行う。また、その判断の前提として、業所管省庁は、当

該職種において技能実習生が従事する業務内容について確認することが必要であ

る。業所管省庁の担当課室長等は文書で回答を行う（様式２－２）。 

海外人材育成担当参事官室は、業所管省庁からの回答の内容及びそれを踏まえた

その後の作業の進め方について、認定申請者に情報提供や助言・指導を行うととも

に、併せて、外務省、法務省、機構に対し、進ちょく状況について情報提供を行う。 

② 評価試験案の作成 

認定申請者は、機構又は海外人材育成担当参事官室の助言・指導を得ながら、当該

職種の評価試験の基準案、試験案の作成、試行運用等を行う（様式１－２－①、様式

１－２－②等）。 

③ 技能実習計画の審査基準案の作成 

認定申請者は、学識経験者、実務担当者等の有識者からヒアリングの上、機構又は

海外人材育成担当参事官室の助言・指導を得ながら、追加しようとする評価試験対象
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職種において行う業務の範囲を明確にした技能実習計画の審査基準案を作成する（様

式１－４－①）。具体的には後記第７を参照のこと。 

④ 専門家会議における確認及びパブリックコメント 

ア 専門家会議における意見聴取（職種の概要等） 

海外人材育成担当参事官室は、上記①から③までの進ちょく状況を踏まえ、専門

家会議（注）を開催し、追加しようとする職種に関して意見聴取を行う。認定申請

者は、専門家会議に出席し、追加しようとする職種に係る業界の概要、職種の概要、

海外のニーズ、想定している試験案の概要等について説明を行う。なお、専門家会

議には、業所管省庁の担当部署、外務省及び法務省の職員並びに機構の担当職員が

出席できるものとする。 

（注）厚生労働省人材開発統括官が参集する「技能実習評価試験の整備等に関する専門家会議」 

イ パブリックコメント 

アの結果を踏まえ、法務省及び厚生労働省は、施行規則の改正案について、パブ

リックコメントに付す。 

ウ 専門家会議における認定基準の適合性の確認 

イの結果を踏まえ、海外人材育成担当参事官室は専門家会議を開催し、追加しよ

うとする職種に係る技能実習評価試験案が認定基準（後記第３の別表１から別表３

まで）に適合しているかどうかについて確認を求める。認定申請者は、専門家会議

に出席し、追加しようとする職種に係る試験案の詳細、審査基準案等について説明

を行う。なお、専門家会議には、業所管省庁の担当部署、外務省及び法務省の職員

並びに機構の担当職員が出席できるものとする。 

⑤ 技能実習評価試験の認定、審査基準の決定及び施行規則の改正 

④の結果を踏まえ、人材開発統括官は試験の認定（様式１－５）及び審査基準の決

定を、法務省及び厚生労働省は施行規則の改正を行う。 

⑥ その他 

当該職種に係る技能実習生の受入れに当たり、当該職種の固有の事情に基づく独自

の要件を課す必要がある場合には、業所管省庁が内容の検討を行い、法務省及び厚生

労働省と協議の上、告示を行う。告示の内容については、業所管省庁が、④のア又は

ウにおいて開催される専門家会議に出席し、説明を行う。 

 

（２）技能検定職種として追加する場合 

① 関係者の合意 

ア 業界内の合意 

業界団体（指定試験機関方式の職種の場合は指定試験機関（又は指定試験機関に

なろうとする者））は、移行対象職種の追加及びそのために必要な基礎級等の追加

整備について、業界内の合意を形成する。これは、必要に応じ、ウの業所管省庁へ

の相談と並行して行う。 

なお、後述する専門家会議への説明に至る手続きを円滑に進めるため、都道府

県方式の職種の場合は、業界内の合意を得た業界団体の代表が、指定試験機関方
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式の場合は、指定試験機関が中心となって、以下の手続きを行う（以下「申請者」

という。）。 

イ 海外の実習ニーズの把握 

職種追加作業を進めるに当たり、申請者は、追加を要望する職種に係る海外の実

習ニーズの存在を予め把握しておく。具体的には、第４の１（４）を参照のこと。 

ウ 業所管省庁への相談 

申請者は、当該職種の追加について、業所管省庁に相談するとともに、その内諾

を得る（内諾の方法は、文書、メール又は口頭で差し支えない。）。その際、業所

管省庁は、オにおいて政策的判断を行う必要があることを踏まえ、相談に対応する

ことが望ましい。 

エ 機構及び人材開発統括官付能力評価担当参事官室への連絡 

申請者は、アからウまでの進ちょく状況について、機構及び人材開発統括官付能

力評価担当参事官室（以下「能力評価担当参事官室」という。）に連絡を行う。そ

の際、機構は、申請者に対する助言・指導を行うとともに、申請者からの相談状況

について、定期又は不定期に、海外人材育成担当参事官室に情報提供を行う。海外

人材育成担当参事官室は、機構を通じて、又は直接、申請者に対して必要な助言・

指導を行う。また、能力評価担当参事官室は、後述する基礎級等の追加に向けた必

要な助言・指導を行う。 

オ 海外人材育成担当参事官室から業所管省庁に対する同意の照会・回答等 

海外人材育成担当参事官室は、業所管省庁に対し、当該職種の追加に係る同意に

ついて文書で照会を行う（様式２－１）。業所管省庁は、当該職種の追加について

同意を行おうとするときは、①業界内の合意があるか、②当該職種が属する産業の

振興の観点から問題がないか、③その他特段の問題が生じないか、という観点から

政策的判断を行い、これらの問題がないと認められれば、同意を行う。また、その

判断の前提として、業所管省庁は、当該職種において実習生が従事する業務内容に

ついて確認することが必要である。業所管省庁の担当課室長等は文書で回答を行う

（様式２－２）。 

海外人材育成担当参事官室は、業所管省庁からの回答の内容及びそれを踏まえた

その後の作業の進め方について、申請者に情報提供や助言・指導を行うとともに、

併せて、外務省、法務省及び能力評価担当参事官室に対し、進ちょく状況について

情報提供を行う。 

② 試験基準等の案の作成 

能力評価担当参事官室（指定試験機関方式の職種の場合は指定試験機関）は、追加

する技能検定職種の基礎級等に係る「技能検定試験の試験科目及びその範囲並びに

その細目」（評価試験対象職種の場合の様式１－２－①に相当するもの。以下「試

験基準」という。）等の案を作成する。 

③ 審査基準案の作成 

申請者は、学識経験者、実務担当者等の有識者からヒアリングの上、機構又は海外

人材育成担当参事官室の助言・指導を得ながら、追加しようとする技能検定職種にお
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いて行う業務の範囲を明確にした技能実習計画の審査基準案を作成する（様式１－４

－①）。具体的には後記第７を参照のこと。 

④ 専門家会議における確認及びパブリックコメント 

ア 専門家会議における意見聴取（職種の概要等） 

海外人材育成担当参事官室は、上記①から③までの進ちょく状況を踏まえ、専門

家会議を開催し、追加しようとする職種に関して意見聴取を行う。申請者及び能力

評価担当参事官室は、専門家会議に出席し、追加しようとする職種に係る業界の概

要、職種の概要、海外のニーズ、想定している試験案の概要等について説明を行う。

なお、専門家会議には、業所管省庁の担当部署、外務省及び法務省の職員並びに機

構の担当職員が出席できるものとする。 

イ パブリックコメント 

アの結果を踏まえ、法務省及び厚生労働省は、施行規則の改正案について、厚生

労働省は、職業能力開発促進法施行規則の改正案について、パブリックコメントに

付す。 

ウ 専門家会議における認定基準の適合性の確認 

イの結果を踏まえ、海外人材育成担当参事官室は専門家会議を開催し、追加しよ

うとする職種に係る技能検定が認定基準（後記第３の別表１）に適合しているかど

うかについて確認を求める。申請者及び能力評価担当参事官室は、専門家会議に出

席し、追加しようとする職種に係る試験基準案、審査基準案等について（指定試験

機関方式の場合、申請者が試験案の詳細、審査基準案等について）説明を行う。な

お、専門家会議には、業所管省庁の担当部署、外務省及び法務省の職員並びに機構

の担当職員が出席できるものとする。 

⑤ 施行規則及び職業能力開発促進法施行規則の改正等 

ア 都道府県方式の試験の場合 

④の結果を踏まえ、確定した試験基準をもとに、中央職業能力開発協会は、当該

技能検定職種の基礎級等の評価試験の作成・試行運用を行う。 

（注）職業能力開発促進法第46条第3項の規程に基づき、都道府県が試験業務を行う技能検定

職種の場合は、中央職業能力開発協会が評価試験の作成・試行運用を行うこととされて

いる。 

評価試験の運用が可能となった後、法務省及び厚生労働省は施行規則の改正を、

人材開発統括官は審査基準の決定を行う。 

イ 指定試験機関方式の試験の場合 

④の結果を踏まえ、評価試験の運用が可能となった後、法務省及び厚生労働省は

施行規則の改正を、厚生労働省は職業能力開発促進法施行規則の改正を行うととも

に、人材開発統括官は審査基準の決定を行う。 

（注）職業能力開発促進法第46条第3項の規程に基づき、指定試験機関が試験業務を行う技能

検定職種の場合は、当該指定試験機関が評価試験の作成・試行運用を行うこととされてい

る。 

⑥ その他 
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当該職種に係る技能実習生の受入れに当たり、当該職種の固有の事情に基づく独自

の要件を課す必要がある場合には、業所管省庁が内容の検討を行い、法務省及び厚生

労働省と協議の上、告示を行う。告示の内容については、業所管省庁が、④のア又は

ウにおいて開催される専門家会議に出席し、説明を行う。 
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第３ 技能実習評価試験の認定基準 

 

技能実習評価試験の認定基準（以下「認定基準」という。）は、職種の類型に応じ、次の

とおりとする。 

 

１ 全国型の技能実習評価試験（以下「全国型試験」という。）の認定基準は、別表１のと

おりとする。 

 

２ 地域限定型の技能実習評価試験（以下「地域限定型試験」という。）の認定基準は、別

表２のとおりとする。 

 

３ 社内検定型試験の認定基準は、別表３のとおりとする。 

 

なお、技能検定職種における移行対象職種に追加に当たっては、別表１の全国型試験の認

定基準に準じて審査を行う。 
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別表１ 全国型試験に係る認定基準 

【職種の要件】 

(1) 技能実習法令上、認定に適さない職種でないこと（同一の作業の反復のみによって修得

できるものではないこと等）。 

(2) 国内法令上、認定に適さない職種でないこと（業務独占資格の職種でないこと等）。 

(3) 既存の技能検定及び技能実習評価試験（社内検定型試験を除く。）の職種の内容と競合

しないこと。 

(4) 海外の実習ニーズがあること。 

(5) 移行対象職種への追加について、業所管省庁が、次の各号のいずれにも該当することを

確認の上、同意していること。 

① 業界内で合意形成がなされていること。 

② 当該職種が属する産業の振興の観点から問題がないこと。 

③ その他特段の問題が生じないと考えられること。 

【試験実施機関の要件】 

(6) 事業主の団体若しくはその連合団体又は一般社団法人若しくは一般財団法人、労働組合

その他の営利を目的としない団体であること。 

(7) 当該職種に関する専門的な知見を有すること。 

(8) 技能実習制度に係る監理団体又は実習実施者ではないこと。 

(9) 試験業務の継続実施が可能な財政上の基盤を有すること。 

(10) 試験業務を適正かつ確実に実施するために必要な組織を有していること。 

(11) 試験業務の継続実施のための施設・設備を確保する能力を有すること。 

(12) 法律や定款上、試験実施が可能であること。 

(13) 営利を目的として試験業務を行うものではないこと。 

(14) 試験業務に係る経理について、当該試験実施機関の行う他の業務に係る経理と区分し

て行われていること。 

(15) 試験業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって試験業務に

不公正が生じるおそれがないこと（試験に係る事前講習会、事前教育等を実施していない

ことを含む。）。 

(16) 評価に当たる者の選任の方法が適切かつ公正であること (原則として技能実習評価試

験の評価を受ける者の雇用される企業の役職員が、試験問題の作成及び実施に携わってい

ないこと。なお、企業の役職員が携わる場合には、秘密事項を明確にする等の措置を講ず

ること。)。 

(17) 監理団体又は実習実施者の要請に応じ適切な時期（随時）に試験の実施が可能である

こと。 

(18) 監理団体又は実習実施者の要請に応じ、適切な場所（全国）で試験の実施（出先機関

又は協力機関及び評価にあたる者の確保を含む。）が可能であること。 

(19) 試験業務の運営管理を、試験実施機関の役職員が自ら行うことができること。 

【評価システムの要件】 

(20) 上級、専門級及び初級の等級に区分して行うこと（特級相当、1 級相当又は中級の等
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級の区分・実施を妨げない。）。 

(21) 試験内容及び方法が、当該職種に係る技能等の修得等の程度を測るものとして適正、

客観的かつ公正であること。 

(22) 各等級の合格に必要な技能等の程度を、技能検定における当該各等級のそれと同等の

ものとしていること。 

(23) 試験は、実技試験及び学科試験で構成すること。 

(24) 出題は日本語によることとし、内容は通常の技能実習生の日本語能力からみて妥当な

ものであること。 

(25) 前年度に実施した試験問題の一部又は全部及び試験の受検に必要な事項について公表

ができること。 

(26) 試験業務を適正かつ確実に実施するために必要な試験科目及びその範囲並びにその細

目（試験基準）並びに試験実施要領の作成を行っており、それらに基づき試験業務を実施

することとしていること。 

(27) 実技試験又は学科試験に合格した者に対しては、書面でその旨を通知すること。 

(28) 試験を実施したときは、遅滞なく、受検者の受検番号、氏名、生年月日、住所及び試

験の成績を記載した受検者一覧表を外国人技能実習機構に提出するとともに、これらの内

容を記載した帳簿を作成し、保存すること。（なお、原則として、保存期間について、受

検票は１年、答案（採点含む）は２年、再交付申請書、受検者名簿及び合格者台帳は 10

年とする。） 
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別表２ 地域限定型試験に係る認定基準 

【職種の要件】 

(1) 技能実習法令上、認定に適さない職種でないこと（同一の作業の反復のみによって修

得できるものではないこと等）。 

(2) 国内法令上、認定に適さない職種でないこと（業務独占資格の職種でないこと等）。 

(3) 既存の技能検定及び技能実習評価試験（地域限定型試験（地域が重複しない場合に限

る。）及び社内検定型試験を除く。）の職種の内容と競合しないこと。 

(4) 海外の実習ニーズがあること。 

(5) 移行対象職種への追加について、業所管省庁が、次の各号のいずれにも該当すること

を確認の上、同意していること。 

① 当該地域の業界内で合意形成がなされていること。 

② 当該職種が属する産業の振興の観点から問題がないこと。 

③ その他特段の問題が生じないと考えられること。 

(6) 当該職種が、当該地域における基幹的な産業その他の地場産業を支えるもの又は当該

地域における特産品の生産等に関するものであることが確認できていること。 

【試験実施機関の要件】 

(7) 事業主の団体若しくはその連合団体又は一般社団法人若しくは一般財団法人、労働組

合その他の営利を目的としない団体であること。 

(8) 当該職種に関する専門的な知見を有すること。 

(9) 技能実習制度に係る監理団体又は実習実施者ではないこと。 

(10) 試験業務の継続実施が可能な財政上の基盤を有すること。 

(11) 試験業務を適正かつ確実に実施するために必要な組織を有していること。 

(12) 試験業務の継続実施のための施設・設備を確保する能力を有すること。 

(13) 法律や定款上、試験実施が可能であること。 

(14) 営利を目的として試験業務を行うものではないこと。 

(15) 試験業務に係る経理について、当該試験実施機関の行う他の業務に係る経理と区分し

て行われていること。 

(16) 試験業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって試験業務に

不公正が生じるおそれがないこと（試験に係る事前講習会、事前教育等を実施していな

いことを含む。）。 

(17) 評価に当たる者の選任の方法が適切かつ公正であること (原則として技能実習評価

試験の評価を受ける者の雇用される企業の役職員が、試験問題の作成及び実施に携わっ

ていないこと。なお、企業の役職員が携わる場合には、秘密事項を明確にする等措置を

講ずること。)。 

(18) 監理団体又は実習実施者の要請に応じ適切な時期（随時）に試験の実施が可能である

こと。 

(19) 監理団体又は実習実施者の要請に応じ、適切な場所（当該職種に係る地域に限る。）

で試験の実施（出先機関又は協力機関及び評価にあたる者の確保を含む。）が可能であ

ること。  
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(20) 試験業務の運営管理を、試験実施機関の役職員が自ら行うことができること。 

【評価システムの要件】 

(21) 上級、専門級及び初級の等級に区分して行うこと（特級相当、1 級相当又は中級の等

級の区分・実施を妨げない。）。 

(22) 試験内容及び方法が、当該職種に係る技能等の修得等の程度を測るものとして適正、

客観的かつ公正であること。 

(23) 各等級の合格に必要な技能等の程度を、技能検定における当該各等級のそれと同等の

ものとしていること。 

(24) 試験は、実技試験及び学科試験で構成すること。 

(25) 出題は日本語によることとし、内容は通常の技能実習生の日本語能力からみて妥当な

ものであること。 

(26) 前年度に実施した試験問題の一部又は全部及び試験の受検に必要な事項について公

表ができること。 

(27) 試験業務を適正かつ確実に実施するために必要な試験科目及びその範囲並びにその

細目（試験基準）並びに試験実施要領の作成を行っており、それらに基づき試験業務を

実施することとしていること。 

(28) 実技試験又は学科試験に合格した者に対しては、書面でその旨を通知すること。 

(29) 試験を実施したときは、遅滞なく、受検者の受検番号、氏名、生年月日、住所及び試

験の成績を記載した受検者一覧表を外国人技能実習機構に提出するとともに、これらの

内容を記載した帳簿を作成し、保存すること。（なお、原則として、保存期間について、

受検票は１年、答案（採点含む）は２年、再交付申請書、受検者名簿及び合格者台帳は

10 年とする。） 
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別表３ 社内検定型試験に係る認定基準 

【職種の要件】 

(1) 技能実習法令上、認定に適さない職種でないこと（同一の作業の反復のみによって修

得できるものではないこと等）。 

(2) 国内法令上、認定に適さない職種でないこと（業務独占資格の職種でないこと等）。 

(3) 既存の技能検定及び技能実習評価試験（地域限定型試験（当該地域以外の地域に当該

社内検定型試験に係る企業単独型実習実施者の事業所がある場合に限る。）及び社内検

定型試験を除く。）の職種の内容と競合しないこと。 

(4) 海外の実習ニーズがあること。 

(5) 移行対象職種への追加について、業所管省庁が、次の各号のいずれにも該当すること

を確認の上、同意していること。 

① 当該職種が属する産業の振興の観点から問題がないこと。 

② その他特段の問題が生じないと考えられること。 

【試験実施機関の要件】 

(6) 当該職種に関する専門的な知見を有すること。 

(7) 企業単独型で技能実習生を受け入れている、又は受け入れる予定の実習実施者等であ

ること。また、技能実習生の受入れが停止されている実習実施者ではないこと。 

(8) 試験業務の継続実施が可能な財政上の基盤を有すること。 

(9) 試験業務を適正かつ確実に実施するために必要な組織を有していること。 

(10) 試験業務の継続実施のための施設・設備を確保する能力を有すること。 

(11) 法律や定款上、試験実施が可能であること。 

(12) 試験業務に不公正が生じるおそれがないこと。 

(13) 評価に当たる者の選任の方法が適切かつ公正であること (試験業務に携わる者に秘

密事項を遵守させる等措置を講ずること。また、技能実習指導員は、試験業務に関わっ

てはならないとすること。)。 

(14) 適切な時期及び場所で試験を実施することができること。 

(15) 試験業務の運営管理を、試験実施機関の役職員が自ら行うことができること。 

(16) 技能実習評価試験の整備等に関する専門家会議に対し、毎年度、試験の実施結果を報

告すること。 

【評価システムの要件】 

(17) 当該職種に関して基となる社内検定を1年以上かつ複数回にわたって継続的に実施し

ていること。 

(18) 上級、専門級及び初級の等級に区分して行うこと（特級相当、1 級相当又は中級の等

級の区分・実施を妨げない。）。 

(19) 試験内容及び方法が、当該職種に係る技能等の修得等の程度を測るものとして適正、

客観的かつ公正であること。 

(20) 各等級の合格に必要な技能等の程度を、技能検定における当該各等級のそれと同等の

ものとしていること。 

(21) 試験は、実技試験及び学科試験で構成すること。 
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(22) 出題は日本語によることとし、内容は通常の技能実習生の日本語能力からみて妥当な

ものであること（特段の事情があると認められる場合はこの限りではない。）。 

(23) 試験業務を適正かつ確実に実施するために必要な試験科目及びその範囲並びにその

細目（試験基準）並びに試験実施要領の作成を行っており、それらに基づき試験業務を

実施することとしていること。 

(24) 実技試験又は学科試験に合格した者に対しては、書面でその旨を通知すること。 

(25) 試験を実施したときは、遅滞なく、受検者の受検番号、氏名、生年月日、住所及び試

験の成績を記載した受検者一覧表を外国人技能実習機構に提出するとともに、これらの

内容を記載した帳簿を作成し、保存すること。（なお、原則として、保存期間について、

受検票は１年、答案（採点含む）は２年、再交付申請書、受検者名簿及び合格者台帳は

10 年とする。） 
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第４ 技能実習評価試験の認定基準の逐条解説 

 

１ 全国型試験に係る認定基準について 

 

【職種の要件】 

(1) 技能実習法令上、認定に適さない職種でないこと（同一の作業の反復のみによって修

得できるものではないこと等）。 

(2) 国内法令上、認定に適さない職種でないこと（業務独占資格の職種でないこと等）。 

(3) 既存の技能検定及び技能実習評価試験（社内検定型試験を除く。）の職種の内容と競

合しないこと。 

(4) 海外の実習ニーズがあること。 

(5) 移行対象職種への追加について、業所管省庁が、次の各号のいずれにも該当すること

を確認の上、同意していること。 

① 業界内で合意形成がなされていること。 

② 当該職種が属する産業の振興の観点から問題がないこと。 

③ その他特段の問題が生じないと考えられること。 

 

(1) 技能実習法令上、認定に適さない職種でないこと（同一の作業の反復のみによって修

得できるものではないこと等）。 

「同一の作業の反復のみによって修得等できるもの」（施行規則第10条第2項第1号イ）、

「当該業務の性質及び当該業務に従事させるに当たっての実習環境その他の環境に照ら

し、外国人に技能実習として行わせることが適当でないと認められるもの」（施行規則第

10条第2項第2号イ）については、職種として認められない。 

 

(2) 国内法令上、認定に適さない職種でないこと（業務独占資格の職種でないこと等）。 

業務独占資格に係る業務は、そもそも資格がなければ業務を行うことができないもの

であるため、我が国において実習自体を行うことができず、追加する対象職種としては

不適切である。 

このような業務も存在するため、追加を検討している職種が移行対象職種になり得る

かどうかについては、国内法令に照らして十分に検討することが必要である。 

 

(3) 既存の技能検定及び技能実習評価試験（社内検定型試験を除く。）の職種の内容と競

合しないこと。 

既に認められている職種との重複を排除するための要件である。認定を受けようとす

る技能実習評価試験が、既存の移行対象職種に係る公的評価システムと競合するかどう

かについては、その範囲及び内容等を検証し、同一の技能等を対象にするものであるか

どうかによって判断することとなる。 

なお、全国型試験、地域限定型試験、社内検定型試験及び技能検定相互間の競合の考
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え方については、以下の表のとおりである。 

 

 
既存の試験 

全国型 地域限定型 社内検定型 技能検定 

新
た
に
追
加
す
る
試
験 

全国型 ☓ 

 ☓（先行する地域限定型

試験に係る業界団体と新

規に追加を検討している

全国型試験に係る業界団

体とが調整し、例えば地域

限定型試験を全国型試験

に統合する場合に限り○） 

◯ ☓ 

地域限定型 ☓ 
☓（地域の重複がない場合

に限り○） 
◯ ☓ 

社内検定型 ☓ 

×☓（当該地域以外の地域に

社内検定型試験に係る企

業単独型実習実施者の事

業所がある場合に限り○） 

◯ ☓ 

技能検定※ 

※基礎級等

を追加する

場合 

☓ ☓ ◯ ☓ 

 

地域限定型試験については全国型試験との競合に関する要件を課しているが、先行し

て地域限定型試験の職種追加を行った地域での実施状況等を踏まえ、全国的に取り組み

を展開したいと希望する場合も想定される。この場合は、先行する地域限定型試験に係

る業界団体と新規に追加を検討している全国型試験に係る業界団体とが調整し、例えば

地域限定型試験を全国型試験に統合するなどの措置を講ずることが可能である。 

社内検定型試験については、既に認められている全国型試験、又は技能検定と同一の

内容のものを社内検定型試験として申請することは、公的評価システムとして整備する

必要性に乏しいことから認められないものとする。また、社内検定型試験と地域限定型

試験との競合については、地域限定型試験に係る対象地域内に社内検定型試験の追加を

目指す実習実施者等の事業所が包含されている場合は、同様に公的評価システムとして

整備する必要性に乏しいことから認められないが、当該事業所が異なる地域に存在する

場合は認められるものとして取り扱うものとする。 

なお、既存の公的評価システム以外の検定・資格試験等との競合については要件とし

ない。これは、当該職種と内容が類似する検定・資格試験等が既に存在したとしても、技

能実習制度の運営のために構築される公的評価システムとは趣旨・目的が異なるためであ

る。 

 



 

 

- 18 - 

 

(4) 海外の実習ニーズがあること。 

技能実習制度は技能移転による国際協力を制度趣旨としていることから、海外に実習ニ

ーズがあることが職種追加の前提となる。そこで、追加の対象となる職種に係る海外の実

習ニーズの存在を明らかにするため、複数の送出し国の中央政府の行政機関が発行した

要望書を必要としている。 

送出し国の行政機関による要望書については、在日大使館が作成したものでも差し支

えないが、職業能力開発又は産業政策を所管する部署の責任者名で発行された文書であ

ることを要する。これに対し、海外労働局等労務輸出を所掌している機関からの文書で

は、技能移転による国際協力を趣旨とする技能実習制度とそぐわない可能性があるため

認められないことに留意すること。 

なお、送出し国における全国レベルの事業主団体からの要望書については、当該国の

実習ニーズを証明するに足りると評価できる場合には、これを行政機関からの要望書に

代えることができる。 

 

(5) 移行対象職種への追加について、業所管省庁が、次の各号のいずれにも該当すること

を確認の上、同意していること。 

① 業界内で合意形成がなされていること 

② 当該職種が属する産業の振興の観点から問題がないこと 

③ その他特段の問題が生じないと考えられること 

職種を追加するに当たっては、当該職種の業所管省庁の同意を要件としているが、こ

れは、当該職種において第二号又は第三号技能実習の技能実習生を受け入れても良いか

どうかについて、業所管省庁に対し政策的な判断を求めるためである。このため、業所

管省庁は、政策的判断の前提として、技能実習生にどのような作業を行わせる予定であ

るかという点を確認する必要がある。 

海外人材育成担当参事官室は、業所管省庁の政策的な判断を前提に、認定基準を充足

するか否かについて判断を行う。 

 

【試験実施機関の要件】 

(6) 事業主の団体若しくはその連合団体又は一般社団法人若しくは一般財団法人、労働組

合その他の営利を目的としない団体であること。 

(7) 当該職種に関する専門的な知見を有すること。 

(8) 技能実習制度に係る監理団体又は実習実施者ではないこと。 

(9) 試験業務の継続実施が可能な財政上の基盤を有すること。 

(10) 試験業務を適正かつ確実に実施するために必要な組織を有していること。 

(11) 試験業務の継続実施のための施設・設備を確保する能力を有すること。 

(12) 法律や定款上、試験実施が可能であること。 

(13) 営利を目的として試験業務を行うものではないこと。 

(14) 試験業務に係る経理について、当該試験実施機関の行う他の業務に係る経理と区分し

て行われていること。 
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(15) 試験業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって試験業務に

不公正が生じるおそれがないこと（試験職種に係る事前講習会、事前教育等を実施して

いないことを含む。）。 

(16) 評価に当たる者の選任の方法が適切かつ公正であること (原則として技能実習評価

試験の評価を受ける者の雇用される企業の役職員が、試験問題の作成及び実施に携わっ

ていないこと。なお、企業の役職員が携わる場合には、秘密事項を明確にする等の措置

を講ずること。)。 

(17) 監理団体又は実習実施者の要請に応じ適切な時期（随時）に試験の実施が可能である

こと。 

(18) 監理団体又は実習実施者の要請に応じ適切な場所（全国）で試験の実施（出先機関又

は協力機関、評価にあたる者の確保を含む。）が可能であること。  

(19) 試験業務の運営管理を、試験実施機関の役職員が自ら行うことができること。 

 

(6) 事業主の団体若しくはその連合団体又は一般社団法人若しくは一般財団法人、労働組

合その他の営利を目的としない団体であること。 

技能検定の指定試験機関として指定を受けることができる対象を規定した職業能力開

発促進法第47条第1項に準じたものである。 

法人格を有する団体（一般又は公益の社団又は財団法人、職業訓練法人、事業協同組

合、法人格を有する労働組合等の非営利法人）のほか、法人格を有しない団体（業種別

団体、法人格を有しない労働組合等）についても、営利を目的としない限りにおいて、

他の要件を満たすことができれば、試験実施機関として認められる。 

 

(7) 当該職種に関する専門的な知見を有すること。 

  追加しようとする職種に関して専門的知見を有さなければ、当然に技能評価制度を構

築し、運用することができないという趣旨から要件としている。 

 

(8) 技能実習制度に係る監理団体又は実習実施者ではないこと。 

  試験実施機関自身が技能実習生を受け入れる監理団体又は実習実施者の場合、利益相

反関係が生じるため、認められない。 

 

(9) 試験業務の継続実施が可能な財政上の基盤を有すること。 

  技能実習評価試験は、技能実習制度の目的を達成するため、技能実習生からの受検申

込みがある限り確実に修得技能等の評価を実施することが求められる。したがって、継

続的に修得技能等の評価業務を実施するための組織体制、財務基盤、責任体制等が確立

されている必要がある。試験の実施に係る収支のみで団体を継続することを前提として

いる場合、仮に受検者数が大きく減少したときに団体の収支バランスが崩れ、試験業務

の継続的な実施が困難になる可能性がある。このような事態を未然に防ぐための要件と

して盛り込んでいるものである。 

  したがって、本要件を満たすためには、十分な現預金を有していること、他の収益事
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業を有していること等の財務基盤が確立していることが必要である。また、技能実習生

の受検予定者数（初級、専門級、上級等）を前提に得ることができる収入と、試験実施

に係る人件費、借料等の支出のそれぞれの推計を行い、赤字になっていないか、仮に赤

字になったとしても、これを補填できるだけの保有財産や収益事業等を有しているかと

いった観点から財政基盤を確認する必要がある。 

 

(10) 試験業務を適正かつ確実に実施するために必要な組織を有していること。 

 技能実習評価試験を適正に運営するため、試験実施に必要な物的及び人的能力を有す

ることが必要である。技能実習評価試験を実施する団体の役職員には、技能実習制度に

関する正しい理解が必要である。また、合否の判定は団体（又はその代表者）の名をも

って行うため、団体（又はその代表者）としてその結果に責任を負うことになる。 

 

(11) 試験業務の継続実施のための施設・設備を確保する能力を有すること。 

必ずしも試験実施機関自身が試験業務を行うために必要な施設・設備を保有している

ことを求めるものではなく、受検者の申請に基づき、借受けも含め、試験を行う施設・

設備の用意が可能であることを要件としているものである。 

 

(12) 法律や定款上、試験実施が可能であること。 

  定款又は寄附行為若しくはこれらに準ずる規則等において、技能実習評価試験を実施す

ることが事業目的として位置付けられているか、又は、事業目的に含まれると解釈できる

ことが必要である。したがって、新規に職種追加を検討している団体においては、技能実

習評価試験の実施が可能となるよう、必要に応じて定款変更を行う。 

   

(13) 営利を目的として試験業務を行うものではないこと。 

技能実習評価試験を営利目的で行うことは、技能実習評価試験における「公的性格」

になじまず、また、監理団体又は実習実施者に対して過度の負担を課すことになるため、

認められない。受検料の額は、実費相当とする必要がある。設定方法は、受検手数料に

よる収入と試験業務に要する支出との間で均衡が図られるようにすることを基本とし

つつ、他の類似の試験の受検手数料を参考にしながら設定すること。 

なお、試験の実施に必要な経費として、実費相当として定めた受検料を受検者たる技

能実習生を受け入れている実習実施者から徴収すること。また、受検者が指定された場

所以外での試験実施を希望する場合、評価担当者の旅費等を別途徴収することは営利目

的とはならない。ただし、旅費等の算出方法は、トラブルを避けるため、予め定めて公

表しておくことが望ましい。また、受検者数の増により受検料収入が増加したことで、

試験業務の継続的実施の観点（(9)参照）から現預金を積み立てることも差し支えない

が、制度の趣旨に鑑み、必要に応じて受検料の見直しを行うこと。 

 

(14) 試験業務に係る経理について、当該試験実施機関の行う他の業務に係る経理と区分し

て行われていること。 
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試験業務の非営利性を担保するため、受検料を実費以上に徴収していないこと等を明

確化するための要件であり、技能検定（指定試験機関方式）と同様である。他の事業と

経理が混在しており、試験実施に係る収支が不透明である場合は、試験実施に係る非営

利性を説明することができず、不適切である。 

 

(15) 試験業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって試験業務に

不公正が生じるおそれがないこと（試験に係る事前講習会、事前教育等を実施していな

いことを含む。）。 

試験業務の適正かつ確実な実施のための要件である。 

仮に試験実施機関になろうとしている団体（注）が、講習を事業の一環として行って

いる場合は、当該講習内容が、次のいずれにも該当してはならない（テキストの配布の

場合も同様）。 

①  技能実習評価試験の出題傾向とその対策（学習ポイント、学習方法、取組み方等）

を示すもの。 

② 学科試験、実技の計画立案等作業試験及び判断等試験にあっては、予想問題又は

模擬問題とその解答を示すもの。 

③ 実技の製作等作業試験にあっては、次回実施することが公表された試験問題（公

表前に、前回実施された試験問題が次回実施されないことが明らかになっていない

場合は、前回実施された試験問題）とその取組み方を示すもの。 

なお、テキストについては、それが当該職種に係る技能等の修得等を目的とした一般

的な内容であれば差し支えない。 

（注）認定後は試験実施機関である。なお、当該団体に限らず、当該団体と密接な関係を有する

者が、①から③までに該当する講習を実施することは、当該講習を受講すれば合格が保証さ

れるといった印象を与え、受講せざるを得ない状況になりかねないことから、同様に認めら

れない。 

 

(16) 評価に当たる者の選任の方法が適切かつ公正であること (原則として技能実習評価

試験の評価を受ける者の雇用される企業の役職員が、試験問題の作成及び実施に携わっ

ていないこと。なお、企業の役職員が携わる場合には、秘密事項を明確にする等措置を

講ずること。)。 

技能実習評価試験の作成又は評価する者としては、次の者が想定される。 

① 学科試験及び実技試験の結果の採点等を行う試験監督者又は試験監督者の不在

時においてはその職務を代理する者 

② 試験監督者の補佐を行う者 

③ 試験監督者の採点結果に基づく合否判定及び判定結果の報告に携わる者 

④ 技能実習評価試験の試験基準、試験問題及び採点基準の案の作成に携わる者 

⑤ 作成した技能実習評価試験の試験基準、試験問題及び採点基準の案に係る審査

及び決定に携わる者 

このうち、①及び②については、受検者である技能実習生が提出した回答を直接採点
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する者であるため、不正防止と公平性の確保の観点から技能実習評価試験の評価を受け

る者の雇用される企業の役職員以外の者を必ず選任すること。 

また、③から⑤までについても、不正防止と公平性の確保の観点から技能実習評価試

験の受検者が雇用される企業の役職員以外の者を選任することが望ましい。しかし、③

については、合否判定基準に基づき、試験監督者による採点結果の合否を判定し、結果

報告を行う者であるが、合格者の決定は試験実施機関の長が行うことから一定以上の不

正防止措置が図られていること、また、④及び⑤については、技能実習評価試験の試験

基準、試験問題及び採点基準の原案作成、審査及び決定に携わる者であり、受検者の合

否に直接的な影響を及ぼさない者であることから、この限りではないとする。 

 なお、いずれの場合においても、①から⑤までに掲げる者は、出題される未公開の試

験問題、採点基準、採点表及び合否判定基準等の情報に接触する立場であり、これらが

試験実施前に漏えいすることを予防する必要があるため、守秘義務規程を設けるととも

に、守秘義務違反の者を排除するための欠格事項を定めること。 

 

(17) 監理団体又は実習実施者の要請に応じ適切な時期（随時）に試験の実施が可能である

こと。 

監理団体又は実習実施者は技能実習生を随時受け入れている。そのため、技能実習評

価試験の受検が必要となる時期も受入れ時期に応じたものになり、試験実施機関も技能

実習生の第二号技能実習又は第三号技能実習に係る技能実習計画の認定時期に合わせて

試験を行うことが求められる。この場合において、合理的な理由がなければ、試験実施

機関は受検を拒んではならないものとする。なお、採算が合わない、試験体制がないと

いう試験実施機関側の問題は合理的理由とは認められないが、受検申請に係る期限を守

らない等監理団体又は実習実施者側に瑕疵がある場合はこの限りではない。また、効率

的な試験の実施のため、受検機会を徒に制限しない範囲で試験実施日をあらかじめ特定

することは差し支えない。 

また、試験不合格者に対しては、監理団体又は実習実施者の要請がある場合、当人の

実習期間終了前に、１回に限り、再受検の機会を与えること。 

 

(18) 監理団体又は実習実施者の要請に応じ適切な場所（全国）で試験の実施（出先機関又

は協力機関、評価にあたる者の確保を含む。）が可能であること。 

監理団体又は実習実施者は技能実習生を全国で受け入れており、技能実習評価試験の

受検が必要となる場所も実習場所に応じたものになるため、試験実施機関も技能実習生

の実習場所に合わせて試験を行うことが求められる。この場合において、合理的な理由

がなければ、試験実施機関は受検を拒んではならないものとする。なお、採算が合わな

い、試験体制がないという試験実施機関側の問題は合理的理由とは認められないことは、

（17）の要件と同様であるが、効率的な試験の実施のため、受検機会を徒に制限しない

範囲で試験場所をあらかじめ特定することは差し支えない。 

なお、(17)の要件とあわせ、試験実施機関は、試験場所及び試験実施日の設定にあた

り、試験不合格者が実習期間終了前に再受検の機会が得られるよう配慮すること。 



 

 

- 23 - 

 

 

(19) 試験業務の運営管理を、試験実施機関の役職員が自ら行うことができること。 

試験実施機関は、自身が試験業務の運営管理を行うことが必要であるが、①試験問題

の作成に係る専門の委員による委員会の開催・取りまとめ、②試験会場の調達、③試験

運営事務作業（受付事務処理、機械採点、運営補助等）、④試験問題・機材の配送・回

収業務等、試験業務の運営自体に係る一部について、外部に委託することは差し支えな

い。 

 

【評価システムの要件】 

(20) 上級、専門級及び初級の等級に区分して行うこと（特級相当、1級相当又は中級の等

級の区分・実施を妨げない。）。 

(21) 試験内容及び方法が、試験職種に係る技能等の修得等の程度を測るものとして適正、

客観的かつ公正であること。 

(22) 各等級の合格に必要な技能等の程度を、技能検定における当該各等級のそれと同等の

ものとしていること。 

(23) 試験は、実技試験及び学科試験で構成すること。 

(24) 出題は日本語によることとし、内容は通常の技能実習生の日本語能力からみて妥当な

ものであること。 

(25) 前年度に実施した試験問題の一部又は全部及び試験の受検に必要な事項について公

表ができること。 

(26) 試験業務を適正かつ確実に実施するために必要な試験科目及びその範囲並びにその

細目（試験基準）並びに試験実施要領の作成を行っており、それらに基づき試験業務を

実施することとしていること。 

(27) 実技試験又は学科試験に合格した者に対しては、書面でその旨を通知すること。 

(28) 試験を実施したときは、遅滞なく、受検者の受検番号、氏名、生年月日、住所及び試

験の成績を記載した受検者一覧表を外国人技能実習機構に提出するとともに、これらの

内容を記載した帳簿を作成し、保存すること。（なお、原則として、保存期間について、

受検票は１年、答案（採点含む）は２年、再交付申請書、受検者名簿及び合格者台帳は

10 年とする。） 

 

(20) 上級、専門級及び初級の等級に区分して行うこと（特級相当、１級相当又は中級の等

級の区分・実施を妨げない。）。 

技能実習評価試験においては、第一号技能実習の修了までに初級の、第二号技能実習の

修了までに専門級（実技試験）の、第三号技能実習の修了までに上級（実技試験）の合格

を目標とすることが技能実習法令上求められていることから、それぞれの段階での技能評

価を行うことができるよう等級を区分することが必要である。 

なお、専門級及び上級の学科試験については受検が義務化されていないが、試験実施機

関は積極的に受検の勧奨を行うべきである。 
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(21) 試験内容及び方法が、当該職種に係る技能等の修得等の程度を測るものとして適正、

客観的かつ公正であること。 

試験実施機関、方法、内容の全ての面において客観的かつ公正な評価であることが保

証されていなければならない。また、試験基準、試験問題等の作成、試験の採点、合否

の判定等に当たる者は、当該職種について専門的な技能等又は学識経験を有し、公正に

行うことができる者でなければならない。したがって、これらを担保することができる

よう、試験を実施するための組織体制を確立するとともに、試験を実施するための技能

実習評価試験実施規程（様式１－２号。以下「実施規程」という。）を整備し、厳格に

実施する必要がある。 

実施規程については、第７の１の（２）のイを参照すること。実施規程には、試験を

実施するための組織体制として、次の項目を盛り込んでおくことが必要である 

ア 試験の実施体制 

イ 試験問題の決定その他試験の実施に係る技術的な事項に関する業務等を行う体制 

ウ 試験基準案の作成及び試験問題の作成に関する業務等を行う体制 

エ 試験監督者、補佐員及び事務員 

 

(22) 各等級の合格に必要な技能等の程度を、技能検定における当該各等級のそれと同等の

ものとしていること。 

技能実習評価試験の各等級の難易度は、技能検定の各等級に相当するものであることと

する。したがって、第一号技能実習期間の終了までに受検する初級は技能検定基礎級相当、

第二号技能実習期間の終了までに受検する専門級は技能検定３級相当、第三号技能実習期

間の終了までに受検する上級は技能検定２級相当とすること。 

 

(23) 試験は、実技試験及び学科試験で構成すること。 

試験は、実技試験及び学科試験から構成されているものであることが求められる。ま

た、試験実施要領や試験問題に応じ、全ての採点担当者が公平に評価できるよう採点基

準を（26）に留意して作成することが必要である。 

 

(24) 出題は日本語によることとし、内容は通常の技能実習生の日本語能力からみて妥当な

ものであること。 

出題は日本語によることとする。技能実習生の日本語能力に配慮し、①平仮名で問題

を作成する、②漢字に振り仮名を付する、③ローマ字を併記する、④試験を実施する際

に、問題をゆっくり読み上げる等の工夫を行うことが必要となる。なお、専門用語につ

いては、英単語を併記しても差し支えないものとする。 

 

(25) 前年度に実施した試験問題の一部又は全部及び試験の受検に必要な事項について公

表ができること。 

  当該要件は、過去に実施した試験問題の公開を求めるものである。前年度において実施

した試験問題（特に学科試験）を公開することで、職種の範囲を逸脱しておらず、かつ十
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分な内容、適切な難易度であること、公平・公正であることを一般に示す必要がある。公

表された試験問題は、受検者にとっては、技能実習の道標として重要な情報源となる。な

お、前年度使用し、今年度も再度使用すべき試験問題まで公開を義務づけるものではなく、

例えば数パターン作成した試験問題のうちの１パターンを公開すれば足りるものとする。 

 また、当然、公開したパターンは、その年以降は使えないため、翌年度が始まる前に

あらかじめ試験問題を補充的に作成しておく必要がある。 

 

(26) 試験業務を適正かつ確実に実施するために必要な試験科目及びその範囲並びにその

細目（試験基準）並びに試験実施要領の作成を行っており、それらに基づき試験業務を

実施することとしていること。 

  申請する職種の範囲の確定後、職種及び等級ごとに、試験科目・範囲及び試験の程度

を明らかにするため、実技試験及び学科試験について試験基準や試験実施要領を作成す

ること。また、作成した試験基準（様式１－２－①）等に基づき、試験問題作成要領（様

式１－２－②）の策定及び試行試験問題の作成を行うこと。 

 

(27) 実技試験又は学科試験に合格した者に対しては、書面でその旨を通知すること。 

実技試験及び学科試験の両方に合格した者について書面で通知すること。また、実技試

験又は学科試験のいずれかに合格した者においても、その旨が記載された書面を通知する

こと。 

 

(28) 試験を実施したときは、遅滞なく、受検者の受検番号、氏名、生年月日、住所及び試

験の成績を記載した受検者一覧表を外国人技能実習機構に提出するとともに、これらの

内容を記載した帳簿を作成し、保存すること。（なお、原則として、保存期間について、

受検票は１年、答案（採点含む）は２年、再交付申請書、受検者名簿及び合格者台帳は10

年とする。） 

当該要件は、受検者及び合格者に係る情報を適切に管理するとともに、機構が行う技

能実習計画の認定事務を円滑に行うためのものである。技能実習生の中には、合格証書

等の再交付を希望する者もいるため、その申請があった場合には、遅滞なく対応するこ

と（再交付の場合、実費相当の手数料の徴収を妨げない。）。 

 

 

２ 地域限定型試験に係る認定基準について 

 

 地域限定型試験に係る認定基準については、全国型試験を基にしているが、地域限定型試

験に特有の要件について次のとおり解説する。 

 

【職種の要件】 

(1)・(2) （略） 

(3) 既存の技能検定及び技能評価試験（地域限定型試験（地域が重複しないものに限る。）
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及び社内検定型試験を除く。）の職種の内容と競合しないこと。 

 (4)・(5)  (略) 

(6) 当該職種に係る技能等が地域における基幹的な産業その他の地場産業を支えるもの又

は当該地域における特産品の生産等に関するものであることが確認できていること。 

 

(3) 既存の技能検定及び技能評価試験（地域限定職種（地域が重複しないものに限る。）

及び社内検定型試験を除く。）の職種の内容と競合しないこと。 

地域限定型試験と既存の試験の職種との競合については、全国型試験の要件（３）の

解説に掲げた表のとおりである。 

 

 (6) 当該職種に係る技能等が地域における基幹的な産業その他の地場産業を支えるもの

又は当該地域における特産品の生産等に関するものであることが確認できていること。 

  地域限定型試験であるためには、当該地域における基幹的な産業その他の地場産業を支

える技能等又は当該地域における特産品の生産等に関する技能等であることが必要であ

る。 

  「地域における基幹的な産業その他の地場産業」とは、当該地域の経済活動の基盤とな

る重要な産業や、特定の地域にその立地条件等を生かして定着・集積している産業を想定

しており、我が国で培われ、これらの産業を支え、維持・発展させる重要な技能等が地域

限定型試験に係る技能等である。 

また、「地域における特産品の生産等」とは、その地域のみで生産される、あるいはそ

の地域で特に盛んに生産される工芸品、郷土料理その他の品物の生産等を想定しており、

我が国で培われ、これらの特産品の生産等を支え、維持・発展させる重要な技能等も地域

限定型試験に係る技能等として考えられる。 

したがって、職種追加を検討するに当たっては、上記に該当するかどうかを精査するこ

とが必要であるため、例えば地方公共団体による基本計画その他の産業振興政策や調査報

告書（当該自治体が外部に委託したもの等を含む。）の該当部分を引用する等を通じ、当

該職種に関する産業が「地域における基幹的な産業その他の地場産業」や「地域における

特産品の生産等」に該当するかどうかを職種の追加を目指す業界団体自身が示す必要があ

る。なお、海外人材育成担当参事官室は、必要に応じて当該職種の地域の関係自治体に対

して照会を行うこととする。 

  

【試験実施機関の要件】 

(7)～(18) （略） 

(19) 監理団体又は実習実施者の要請に応じ適切な場所（試験職種に係る地域に限る。）

で試験の実施（出先機関又は協力機関、評価にあたる者の確保を含む。）が可能である

こと。 

(20)（略） 

 

【評価システムの要件】 
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(21)～(29)（略） 

 

(19) 監理団体又は実習実施者の要請に応じ適切な場所（試験職種に係る地域に限る。）で

試験の実施（出先機関又は協力機関、評価にあたる者の確保を含む。）が可能であるこ

と。 

全国型試験においては、監理団体又は実習実施者は技能実習生を全国で受け入れている

ため、試験実施機関も技能実習生の実習場所に合わせて試験を行うことが求められる。こ

れに対し、地域限定型試験においては、申請する地域に限ってのみ職種追加を認めるもの

であるため、試験を実施する場所も当該地域に限られる。なお、当該地域において実習を

行っている技能実習生の受検申請については、合理的な理由がなければ、試験実施機関は

受検を拒んではならないものとする。また、採算が合わない、試験体制がないという試験

実施機関側の問題は合理的理由とは認められないことは、全国型試験と同様である。 

 

 

３ 社内検定型試験に係る認定基準について 

 

【職種の要件】 

(1) (略) 

(2)（略） 

(3) 既存の技能検定及び技能実習評価試験（地域限定型試験（当該地域以外の地域に当該

社内検定型試験に係る企業単独型実習実施者の事業所がある場合に限る。）及び社内検

定型試験を除く。）の職種の内容と競合しないこと。 

(4) 海外の実習ニーズがあること。 

(5) 当該職種の追加について、業所管省庁が、次の各号のいずれにも該当することを確認

の上、同意していること。 

① 当該職種に属する産業の振興の観点から問題がないこと 

② その他特段の問題が生じないと考えられること 

 

 

(3) 既存の技能検定及び技能実習評価試験（地域限定型試験（当該地域以外の地域に当該

社内検定型試験に係る企業単独型実習実施者の事業所がある場合に限る。）及び社内検

定型試験を除く。）と競合しないこと 

社内検定型試験については、全国型試験の要件(3)の解説に掲げた表のとおりである。 

 

(4) 海外の実習ニーズがあること。 

全国型試験及び地域限定型試験では、複数の国の実習ニーズの証明を求めることとして

いるが、社内検定型試験の場合には、海外展開先又は技能実習生の送出し予定が１か国の

みの場合もあることから、こうした場合には、一つの国の実習ニーズの証明で足りるもの
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とする。 

 

(5) 当該職種の追加について、業所管省庁が、次の各号のいずれにも該当することを確認

の上、同意していること。 

① 当該職種が属する産業の振興の観点から問題がないこと 

② その他特段の問題が生じないと考えられること 

  社内検定型試験は、特定の企業等に限定されており、他の企業等は技能実習生を受け入

れることができないことから、業界全体に影響を及ぼす余地が少ないため、業界内の合意

形成を図ることを求めていないものである。 

  

【試験実施機関の要件】 

(6)（略）  

(7) 企業単独型で技能実習生を受け入れている、又は受け入れる予定の実習実施者等であ

ること。また、技能実習生の受入れが停止されている実習実施者ではないこと。 

(8)～(11)（略） 

(12) 試験業務に不公正が生じるおそれがないこと。 

(13) 評価に当たる者の選任の方法が適切かつ公正であること。(試験業務に携わる者に秘

密事項を遵守させる等措置を講ずること。また、技能実習指導員は、試験業務に関わっ

てはならないとすること。) 

(14) 適切な時期及び場所で試験を実施することができること。 

(15)（略） 

(16) 技能実習評価試験の整備に関する専門家会議に対し、毎年度、試験の実施結果を報告

すること。 

 

・「事業主の団体若しくはその連合団体又は一般社団法人若しくは一般財団法人、労働組

合その他の営利を目的としない団体であること」の要件を除外していることについて。 

社内検定型試験の試験実施機関は営利企業である実習実施者等であることが通常であ

る。このため、社内検定型試験については、当該要件を除外しているものである。 

 

(7) 企業単独型で技能実習生を受け入れている、又は受け入れる予定の実習実施者等であ

ること。また、技能実習生の受入れが停止されている実習実施者ではないこと。 

  試験実施機関になることができる「実習実施者等」は次のとおりである。 

① 企業単独型実習実施者 

② 企業単独型実習実施者と同一グループの事業者（注） 

③ ①及び②が共同で社内検定を行うために構成される団体もしくはその連合団体 

なお、③の場合、これらの団体が登記されていない団体であっても差し支えないが、役

割分担や責任体制を明確にすること。また、社内検定型試験は、受検者である技能実習生

が企業単独型による受入れが行われている場合に限定されていることから、監理団体は試

験実施機関の認定対象としていない。 
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「技能実習生の受入れが停止されている」とは、技能実習計画の認定取消しに伴う技能

実習生の受入停止を想定している。実習実施者は、当然に、試験実施機関としても不適格

であると認められることから本要件を設けている。 

（注）企業単独型実習実施者と同一グループの事業者が試験実施機関になる場合として次のケースを

想定している。 

① 企業単独型実習実施者の親会社（会社法第２条第４号に規定する親会社をいう。以

下同じ。）又は子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。以下同じ。）

が試験実施機関になるケース 

② 企業単独型実習実施者と同一の親会社を持つ会社が試験実施機関になるケース 

③ 企業単独型実習実施者以外の会社が試験実施機関になる場合において、いずれか一

方が、出資、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、財務及び営業又は事業の方

針の決定に対して重要な影響を与えることができる場合であって①及び②以外のケ

ース 

 

・「営利を目的として試験業務を行うものではないこと」の要件を除外していることにつ

いて。 

  営利企業においては、社内で実施する試験業務を、営利を目的とする企業としての経済

活動と区別することは困難であるため、当該要件を除外しているものである。 

 

・「試験業務に係る経理について、当該試験実施機関の行う他の業務に係る経理と区分し

て行われていること」の要件を除外していることについて。 

社内検定自体の非営利性の要件を除外としていることから、当該要件も除外しているも

のである。 

 

(12) 試験業務に不公正が生じるおそれがないこと。 

  社内検定型試験においては、社員教育の観点から、試験に係る事前講習会、事前教育等

が直ちに否定されるものではないが、技能実習生間や技能実習生とその他の労働者との間

で特別な扱い（注）（試験業務に不公正が生じるおそれがあるものに限る。）が生じるこ

とがあってはならないものとする。 

 （注）社内検定の受検対象者のうち（一部の）技能実習生に対してのみ、模擬問題とその解答を示す

こと等を想定 

  

(13) 評価に当たる者の選任の方法が適切かつ公正であること (試験業務に携わる者に秘

密事項を遵守させる等措置を講ずること。また、技能実習指導員は、試験業務に関わっ

てはならないとすること。)。 

   当該要件では、全国型試験及び地域限定型試験と異なり、「試験業務に携わる者に秘

密事項を遵守させる等措置を講ずること。また、技能実習指導員は、試験業務に関わって

はならないとすること。」を要件としている。これは、社内検定型試験においては、技能

実習生を受け入れている実習実施者において技能実習評価試験を行う場合があるところ、
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試験業務に携わる者に対して秘密事項の遵守などの措置を設けるとともに、技能実習指導

員については、技能実習生を直接指導する立場にあることに鑑み、試験業務に関与させな

いこととしたものである。 

 

(14) 適切な時期及び場所で試験を実施することができること。 

実施時期・場所については、当該試験実施機関等の判断で行えば足りることとする。（旅

費が必要になる場合には、受検料だけでなく当該旅費も当該試験実施機関等が負担する。

実施場所も必ずしも当該試験実施機関等に限定する必要はない。） 

 

(16) 技能実習評価試験の整備に関する専門家会議に対し、毎年度、試験の実施結果を報告

すること。 

受検者数・合格者数等のデータの報告だけでなく、試験問題及び結果等を具体的に確認

することを想定しており、社内検定型試験の試験業務の公正な実施状況を確認するため、

当該要件を設けることで運用の適正化を図ることとしたものである。 

 

【評価システムの要件】 

(17) 当該職種に関して基となる社内検定を 1 年以上かつ複数回にわたって継続的に実施

していること。 

(18)～(21) （略） 

(22) 出題は日本語によることとし、内容は通常の技能実習生の日本語能力からみて妥当な

ものであること。ただし、特段の事情があると認められる場合はこの限りではない。 

(23)～(26) （略） 

 

(17) 当該職種に関して基となる社内検定を 1年以上かつ複数回にわたって継続的に実施し

ていること。 

社内検定型の評価制度については、試験の作成及び運用を適正にできること及び技能実

習生向けの評価制度を構築する土台があることを確認するため、基となる社内検定の運用

実績を要件とするものである。 

基となる社内検定の内容や範囲が、技能実習生向けの試験のそれと厳密に一致している

必要はないが、技能実習生向けの評価制度を構築する土台になり得る程度の関連性、類似

性が必要である。 

なお、我が国の優れた技能等の移転による国際協力を推進する技能実習制度の趣旨に鑑

み、次に掲げる試験のように、人事管理のための選別や一般教養の向上のみを目的として

労働者の職業能力を評価するものは、基となる社内検定として認められない。 

① 管理監督者を選別することのみを目的としてその適性を評価するために実施され

る試験（例：係長登用試験、課長登用試験等） 

② 出向、配置転換等の際に、その適性・意欲を有しているかどうかを評価するために

実施される試験（例：外部派遣試験、国内留学試験、配置転換審査試験等） 
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③ 企業の実務を遂行するために必要な一般的教養を有しているかどうかを評価する

ために実施される試験（例 英語検定、ワープロ検定等） 

 

(22) 出題は日本語によることとし、内容は通常の技能実習生の日本語能力からみて妥当な

ものであること（特段の事情があると認められる場合はこの限りではない。）。 

通常は、技能実習指導員が技能実習生の直接の指導を行うことから、技能実習指導員が

通常使用する言語である日本語で技能実習評価試験を行うこととしている。この点、全国

型試験及び地域限定型試験と同様の取扱いである。しかし、実習実施者によっては、社内

言語が英語等の外国語である場合や、業務方法書が外国語である場合など日本人労働者が

行う通常業務において日本語以外の外国語が日常的に使用されている場合もある。こうし

た場合において、試験問題について、日本語以外の言語であっても差し支えないとしたも

のである。なお、当該要件は技能実習生の母国語による試験の実施を認める趣旨ではない。 

 

・ 「前年度に実施した試験問題の一部又は全部及び試験の受検に必要な事項について公

表ができること」の要件を除外していることについて 

  各社が独自に培ったノウハウ（企業秘密）に触れるおそれがあること、社内検定型試験

においては、試験に係る事前講習会、事前教育等も一定の要件で認められることを踏まえ、

当該要件を不要としている。  
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第５ 技能実習評価試験の運用状況報告 

 

技能実習評価試験整備後の報告手続きについて解説する。 

 

１ 技能実習評価試験の運用状況報告 

（１）試験実施機関は、各事業年度開始前に、当該事業年度の技能実習評価試験実施計画書

（様式１－３）を機構に提出しなければならない。 

（２）試験実施機関は、５月末までに、前年度の試験実施状況を技能実習評価試験実施状況

報告書（様式４）により機構に提出しなければならない。 

（３）人材開発統括官又は機構は、必要があると認めるときは、試験実施機関に対し、技能

実習評価試験の実施に関する資料の提出又は運営状況の説明を求めることができる。 

（４）試験実施機関は、人材開発統括官又は機構から（３）の資料の提出又は運営状況の説

明を求められたときは、遅滞なく、人材開発統括官又は機構に提出又は説明をしなけれ

ばならない。 

（５）人材開発統括官又は機構は、提出された資料又は運営状況の説明に関し必要がある場

合は、       

    主たる事務所若しくは試験実施場所を訪問し、技能実習評価試験の実施に関し、資料を   

    閲覧し若しくは資料の提供を受け、又は改善のための指導を行うことができる。 

 

２ 技能実習評価試験の実施結果報告 

   社内検定型試験の試験実施機関は、技能実習評価試験の整備に関する専門家会議に対   

  し、毎年度、試験の実施結果を報告しなければならない。 

 受検者数・合格者数等のデータだけでなく、試験問題及び試験の実施結果を具体的に 

確認できる資料を報告することにより、専門家会議で、社内検定型試験の公正な実施状 

況を確認できるようにすることが必要である。 
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第６ 技能実習評価試験の変更、廃止、取消し 

 

技能実習評価試験の整備後の変更、廃止等に関する手続きについて解説する。 

 

１ 技能実習評価試験の変更 

（１）試験実施機関は、技能実習評価試験又は審査基準について、次の事項を変更しようと

するときは、変更の内容、時期及び理由を記載した技能実習評価試験変更申請書（様式

３－１号）を提出することによって申請し、専門家会議の意見を踏まえ、人材開発統括

官の承認を受けなければならない。 

ア 試験実施機関（第８の１（１）ア） 

単なる名称変更ではなく、合併等による組織形態の変更を伴う場合である。ただし、

（２）アの場合を除く。 

 また、全国型試験について、技能実習法の施行に伴い、試験実施体制の強化が必

要等の一定の合理的な必要性がある場合に限り、一の技能実習評価試験に試験実施

機関を追加する変更を認めることとするが、新たに追加する試験実施機関について、

別表１「全国型試験に係る認定基準」に定める要件に加え、別表４の要件を満たす

ことが必要である。 

イ 技能実習評価試験の名称（第８の１（１）エ） 

ウ 移行対象職種・作業の名称（第８の１（１）オ） 

エ 等級の区分及び評価を受けることができる資格に関する事項（第８の１（３）ウ） 

ただし（２）イの場合を除く。 

オ 技能実習評価試験の試験基準に関する事項（第８の１（３）ウ） 

ただし（２）ウの場合を除く。 

カ 審査基準（第８の１（３）ク（ア）） 

必須業務及びそれ以外の事項で試験基準の改正を伴うもの 

（２）人材開発統括官は、次の事項の内容の変更のうち、別表５に掲げるものについては、

専門家会議の座長の意見を聴いた上で、承認するものとする。ただし、座長が専門家会

議の意見の聴取を求めた場合には、（１）と同様とする。 

ア 試験実施機関（第８の１（１）ア） 

合併等による組織形態の変更を伴う場合であって、実態又は名称の変更後において

も、試験実施機関について認定基準の適合性の判断に影響しないことが明らかである

場合に限る。 

イ 等級の区分及び評価を受けることができる資格に関する事項（第８の１（３）ウ） 

各等級の受検資格である実務経験期間を変更する場合に限る。 

ウ 技能実習評価試験の試験基準に関する事項（第８の１（３）ウ） 

次の事項の変更で、軽微なものに限る。 

（ア）使用する素材、材料等 

（イ）製造方法・作業方法 
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（ウ）機械・器具等 

この場合の「軽微なもの」とは、使用する素材、材料等や器具等が、時代の変化

により入手困難になってきた場合や、現在においては既に使用されていない場合等

を想定しており、いずれの場合も変更によって修得すべき技能等が変わらないこと

が認められ、かつ、受け入れる技能実習生の数や、実習実施者の数や業種が大幅に

増加しないことが見込まれる場合等に限られる。 

エ 審査基準（第８の１（３）ク（ア）） 

次の事項の変更で、試験基準の改正を伴わないものに限る。 

（ア）関連業務 

（イ）周辺業務 

（ウ）使用する素材、材料等 

（エ）使用する機械、器具等 

（オ）製品の例 

（カ）移行対象職種・作業とはならない業務例 

（キ）その他 

（３）試験実施機関は、次の事項の内容を変更したときは、変更の内容、時期及び理由を記

載した技能実習評価試験変更届（様式３－２号）を人材開発統括官に提出しなければな

らない。この場合において人材開発統括官は、変更の時期等について調整を行うことが

できる。なお、アについては省令改正を伴うことから、変更を希望する時期の 2か月以

上前に提出すること。 

ア 試験実施機関の名称（第８の１（１）ア） 

イ 試験実施機関の代表者の職名及び氏名（第８の１（１）イ） 

ウ 試験実施機関の主たる事務所の所在地（第８の１（１）ウ） 

エ 試験実施機関の定款若しくは寄附行為又はこれらに準ずる規程等及び登記事項証

明書（第８の１（２）エ） 

オ 技能実習評価試験実施規程のうち、受検資格又は試験基準以外の事項（第８の１（３）

ウ） 

 

 別表４（第６の１（１）ア関係） 

〔試験実施機関を追加する場合における別表１に定める【試験実施機関の要件】に加

えて必要な要件〕 

(1) 既存の試験実施機関の同意があること。 

 

(2) 学科試験及び実技試験は既存の試験機関と共通の問題で実施すること。 

(3) 技能実習評価試験実施規程（様式１－２）、試験基準（様式１－２－①）、技能実習

評価試験問題作成要領（様式１－２－②）、実技試験問題一覧表（様式１－２－③）、

実技試験採点基準（様式１－２－④）、実技試験採点表（様式１－２－⑤）、技能実習

技能実習評価試験実施要領（様式１－２－⑥）、技能実習評価試験フローチャート（様
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式１－２－⑦）、技能実習評価試験合否判定基準（様式１－２－⑧）、技能実習評価委

員会規程（様式１－２－⑨）、技能実習評価試験委員会規程（様式１－２－⑩）及び

対象職種に係る技能等を修得等するための必須業務等を整理した書類（審査基準（様

式 1－4－①）については、原則として、共通のものを使用することとし、技能実習評

価試験の公平・公正性が担保できるものとすること。 

 

(4) 採点の同等性を担保できる試験監督者の選任基準を設けること。 

(5) 試験実施機関間において、連絡協議会等を設けるなど、上記（1）から(4)の事項を

確実に担保できるよう、必要な取組を行うこと。 

 

別表５(第６の１（２）関係) 

  

２ 技能実習評価試験の廃止 

（１）試験実施機関は、技能実習評価試験を廃止しようとするときは、技能実習評価試験廃

止届（様式５号）を廃止予定希望日の６か月前までに人材開発統括官に提出するととも

に、人材開発統括官の指示する方法により、その旨を周知しなければならない。また、

人材開発統括官は、専門家会議の構成員へこの旨を報告する。 

（２）人材開発統括官は、前項の技能実習評価試験の廃止届が提出されたときは、法務省及

  変 更 事 項      内      容 

第６の１（２）

ア関係 

 

試験実施機関の名称

（合併等による組織形

態の変更の場合） 

名称の変更後においても、試験実施機関について

第３の認定の基準の適合性の判断に変更を及ぼさ

ないことが明らかである変更。 

第６の１（２）

イ関係 

 

等級の区分及び評価を

受けることができる資

格（受検資格） 

各等級の受検資格である実務経験期間の変更。 

 

 

第６の１（２）

ウ関係 

 

 

技能実習評価試験の試

験基準 

次の事項の変更で軽微なもの。 

１ 使用する素材（材料） 

２ 製造方法・作業方法 

３ 機械・設備・器具等 

第６の１（２）

エ関係 

審査基準の改正 次の事項の変更で試験基準の改正を伴わないもの 

１ 関連業務 

２ 周辺業務 

３ 使用する素材（材料） 

４ 使用する機械、設備、器工具等 

５ 製品の例 

６ 移行対象職種・作業とはならない業務例 

７ その他 
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び業所管省庁と協議し当該技能実習評価試験を廃止する日を決定するとともに、試験実

施機関に通知する。 

（３）技能実習評価試験廃止届を提出した試験実施機関は、現に在留している技能実習生の

受検の機会を可能な限り確保するため、業所管省庁及び人材開発統括官の助言・指導を

受けながら、技能実習評価試験を廃止する日までの間、技能実習評価試験を実施するよ

う努めなければならない。 

 

３ 試験の認定の取消し 

（１）人材開発統括官は、次の各号のいずれかに該当するときは、試験実施機関に対し、そ

れらの改善のため指導をすることができる。 

ア 技能実習評価試験が、第３の認定基準に適合しなくなったとき 

イ 試験実施機関が、この要領に定める手続きを受けることなく試験実施機関の名称、

技能実習評価試験の名称又は技能実習移行対象職種の名称、受検資格又は試験基準の

変更を行ったとき 

ウ 試験実施機関が、この要領に定める書類の提出を怠ったとき 

エ 試験実施機関が、正当な理由がなく技能実習評価試験を実施せず、受検申込者に対

し受検を拒否したとき 

オ 試験実施機関が実施する技能実習評価試験に関して、試験実施機関の役職員により

不正な行為が行われたとき 

（２）人材開発統括官は（１）の指導によっても改善が行われないときは、専門家会議の意

見を聴いた上で認定を取り消すことができる。 

（３）人材開発統括官は、（２）にかかわらず、技能実習評価試験の運営に伴う被害が発生

している等、緊急やむを得ないときは、（１）の指導を経ずに認定を取り消すことがで

きる。この場合において、人材開発統括官は、あらかじめ専門家会議の座長の意見を聴

くものとする。 

（４）人材開発統括官は、（２）又は（３）により認定を取り消すときは、法務省及び業所

管省庁と協議し、当該技能実習評価試験を廃止する日を決定するとともに、試験実施機

関に通知する。 

（５）認定の取消しに係る試験実施機関は、前項の技能実習評価試験を廃止するまでの間、

業所管省庁及び人材開発統括官の指導を受けて、技能実習評価試験を実施するよう努め

るとともに、技能実習生を受け入れている監理団体等にその旨を周知しなければならな

い。 

（６）試験実施機関は、認定の取消しを受けたときは、当該技能実習評価試験に関する帳簿

及び書類を人材開発統括官に提出しなければならない。 
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第７ 技能実習計画の審査基準 

 

１ 基本的な考え方 

限られた実習期間の中で、技能実習生が技能等を効率的・効果的に修得等できるように

するため、実習実施者は、受け入れようとする個々の技能実習生ごとに技能実習計画を作

成し、機構から認定を受ける必要がある（技能実習法第 8 条、第 12 条）。技能実習計画

中に、実習期間中に技能実習生が行う具体的な業務の内容を記載する必要がある。この内

容が、職種や技能実習の段階ごとに適正な内容となっているかどうかを確認するための審

査基準（様式１－４－①号）を策定する必要がある。 

技能実習生が行う業務の内容は、公的評価システムの試験範囲に直結する必須業務が中

心となるが、実習実施者の現場においては、必須業務に限らず、関係する多様な活動が行

われている。こうした業界における実情も踏まえたものとするため、職種追加を希望する

業界団体において審査基準の素案を作成し、専門家会議における内容の確認の上、人材開

発統括官が決定することとしている。 

 

２ 審査基準の策定の手順 

（１）有識者からのヒアリング 

認定申請者（技能検定職種の場合は、職種の追加を要望する業界団体）は、有識者か

らヒアリングを実施し、（２）に掲げる事項について検討を行った上で原案を検討し、

様式１－４－①号に取りまとめる。 

ヒアリングを行う有識者として想定される者は、原則として次のアからエまで（又は

これらと同等以上の者）を想定しており、業界の実情に応じつつ、専門性、公平性の観

点を踏まえて選任すること。 

ア 技能実習評価試験の試験実施機関（又は試験実施機関になろうとする者）の推薦を

受けた者 

イ 大学教授等の学識経験者 

ウ 対象職種に関する産業界の実務に関して専門知識を有する実務経験者（当該職種の

実務に精通し、日本人労働者の指導的立場にいる者） 

工 当該職種に係る産業の維持・発展に寄与している公的な法人等の関係者 

（２）検討事項 

ア 必須業務（技能実習生が技能、技術又は知識（以下「技能等」という。）を修得、

習熟又は熟達等（以下「修得等」という。）するために必ず行わなければならない業

務をいう。） 

イ 関連業務（必須業務に従事する者により当該必須業務に関連して行われることのあ

る業務であって、修得等させようとする技能等の向上に直接又は間接的に寄与する業

務をいう。） 

ウ 周辺業務（必須業務に従事する者が、当該必須業務に関連して通常携わることのあ

る業務であって、関連業務でないものをいう。） 
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エ 使用する素材、材料等 

オ 使用する機械、器具等 

カ 製品等の例 

キ 移行対象職種・作業とはならない業務例 

ク その他 

（３）専門家会議における確認 

（１）で検討された内容について、人材開発統括官が専門家会議を開催し、確認を求

める。 

（４）人材開発統括官による決定 

（３）を踏まえ、人材開発統括官は審査基準を決定する。 

 

第８ 提出書類等 

技能実習評価試験の整備に関して提出する書類や内容、手順について解説する。 

 

１ 技能実習評価試験の認定の申請 

（１）技能実習評価試験認定申請書 

認定申請者は、技能実習評価試験認定申請書（様式１号）（以下「申請書」という。）

に、次の各号に掲げる事項を記載して、人材開発統括官に申請しなければならない。な

お、申請の窓口は海外人材育成担当参事官室とする。 

  ア 認定申請者の名称 

  イ 認定申請者の代表者の職名及び氏名 

  ウ 認定申請者の主たる事務所の所在地 

  エ 認定を受けようとする技能実習評価試験の名称 

  オ 試験の対象となる移行対象職種・作業の名称 

（２）添付書類 

申請書には、原則として次に掲げる書類を添付しなければならない。 

ア 申請の概要（様式１－１号） 

（ア）技能実習評価試験レベル一覧表（様式１－１－①号） 

（イ）技能実習評価試験制度運営組織図（様式１－１－②号） 

（ウ）技能実習評価試験実施実績（試行試験実施実績） 

イ 技能実習評価試験の実施に関する規程（実施規程）（様式１－２号） 

（ア）技能実習評価試験の試験科目及びその範囲並びにその細目（試験基準）（様式１

－２－①号） 

（イ）技能実習評価試験問題作成要領（様式１－２－②号） 

（ウ）技能実習評価試験実技試験問題一覧表、採点基準及び採点表（様式１－２－③〜

⑤号） 

（エ）技能実習評価試験実施要領（様式１－２－⑥号） 

（オ）技能実習評価試験フローチャート（様式１－２－⑦号） 
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（カ）技能実習評価試験合否判定基準（様式１－２－⑧号） 

（キ）技能実習評価委員会規程（様式１－２－⑨号） 

（ク）技能実習評価試験委員会規程（様式１－２－⑩号） 

ウ 技能実習評価試験実施計画書（様式１－３号） 

エ 認定を受けようとする団体の定款若しくは寄附行為又はこれらに準ずる規程等及

び登記事項証明書の写し 

オ 決算等に関する次の書類の写し 

（ア）申請を行う日の属する事業年度の前年度末現在における財務諸表（貸借対照表及

び損益計算書（正味財産増減計算書））その他附属書類の写し 

（イ）（ア）と同時期の会計の監査結果を記載した書類 

カ 技能実習評価試験を実施することとして作成された、技能実習評価試験を開始しよ

うとする日の属する事業年度における事業計画書及び当該申請に係る収支予算書の

写し 

キ 認定の申請に関する意思の決定を証する書類 

ク 評価試験対象職種における必須業務等に関する有識者意見確認書（様式１－４号） 

（ア）対象職種に係る技能等を修得等するための必須業務等を整理した書類(審査基準)

（様式１－４－①号） 

（イ）技能実習計画のモデル例（様式１－４－②号） 

ケ 参考資料 

（ア）申請職種の概要、産業上の位置付け、職業分類（厚生労働省編職業分類）上の考

え方、業界団体の状況その他必要な情報に係る書類 

（イ）技能実習評価試験問題の例 

（ウ）海外の実習ニーズを証明する書類 

（エ）申請職種に係る外国人技能実習生１号の受入れ状況等の国内の受入れ見込みがわ

かる書類 

（オ）試験実施要領及び受検料を記載した書面 

（カ）認定申請者の概要 

（キ）その他必要な書類 

（３）申請書及び添付書類の作成に当たっての留意点 

ア  技能実習評価試験認定申請書（様式１号） 

技能実習評価試験の認定申請書に、試験実施機関として認定を受ける団体名、代表

者名、所在地（主たる事務所）、技能実習評価試験の名称及び職種・作業の名称を記

入すること。 

申請先は、海外人材育成担当参事官室と規定しているが、認定に係る申請書類の作

成相談、支援等に関する業務は機構が受任していることから、海外人材育成担当参事

官室の指示に基づき、機構に対しても申請書の写しを送付するとともに、必要に応じ

て機構の担当者に説明を行うこと。 

イ 申請の概要（様式１－１号） 

「申請の概要」とは、技能実習評価試験としての認定を受けようとする理由・目的、
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申請する技能実習評価試験制度の枠組み等を記載したもので、様式１－１号の項に沿

って必要事項を記入すること。 

申請理由・目的の項には、対象職種を移行対象職種へ追加する必要性、国内外の状

況等を記載すること。また、申請する技能実習評価試験の概要には、対象職種・作業

の名称、今回申請する技能実習評価試験制度の概要（対象職種・作業名、等級区分、

受検資格、試験レベル、運営組織、試行試験の実施実績等）を記載すること。このう

ち、試験レベル、運営組織、実施実績については、別紙１、２及び３として（２）ア

の（ア）から（ウ）までの資料を作成すること。 

ウ 技能実習評価試験実施規程（様式１－２号） 

技能実習評価試験実施規程は、技能実習評価試験の実施・運営等に係る取決めであ

り、これに基づき試験を適正に維持・運営を行うこととなる。このため、技能実習評

価試験実施規程を、様式１－２号を参考に作成すること。なお、既存の規程があれば、

新規に作成することを要しないが、次の事項を満たしていない場合には必要な見直し

を行うこと。 

・ 目的 

・ 実施主体 

・ 技能評価を行う職種・作業 

・ 等級の区分 

・ 合格に必要な技能等 

・ 受検資格 

受検資格は次に掲げる内容を参考にし、職種の内容に合わせた設定とすること 

（特級相当又は１級相当及び中級の区分の設定を妨げない） 

初級 

（基礎級相当） 

新規に申請する技能実習評価試験に係る職種・作業（以下「対象職

種・作業」という）に関して○か月以上の実務の経験を有すること 

専門級 

（３級相当） 

対象職種・作業に関して○か月以上の実務の経験を有すること 

上級 

（２級相当） 

対象職種・作業に関して○か月以上の実務の経験を有すること 

・ 試験の方法及び試験基準 

・ 試験の実施時期及び場所 

・ 試験の実施体制 

・ 試験問題の決定その他試験の実施に係る技術的な事項に関する業務等を行う体制 

・ 試験基準案の作成及び試験問題の作成に関する業務等を行う体制 

・ 試験監督者、補佐員及び事務員 

・ 受検の申請等に係る事務 

・ 試験問題の公開 

・ 再試験の実施（再試験は技能実習期間終了前に１回に限り認めるものとすること） 

・ 試験の停止 

・ 受検料等 
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・ 合格者の決定 

・ 合格通知書 

・ 合格証書 

・ 試験結果の報告 

・ 秘密保持義務 

・ 帳簿及び書類の保存 

・ その他必要事項 

 

また、本規程には、別紙として（２）イの（ア）から（ク）までを添付すること。

これらの内容は次のとおりである。 

（ア）試験基準（様式１－２－①号） 

試験基準を次に沿って作成すること。 

ａ 試験基準の意義 

試験基準は、その職種等において要求される技能とその裏付けとなる知識を

明らかにし、広く一般に公開するものである（社内検定型を除く。）。したが

って、試験基準は当該職種等の対象範囲の全てを包含する必要がある。なお、

試験基準は技術の進歩、生産方式の変化等に伴って内容を見直す必要がある。

また、試験問題は、試験基準に基づき、その範囲内で作成されなければならな

い。 

ｂ 作成時の留意事項 

対象職種等の範囲及び要求される技能レベル等を勘案し、学科試験と実技試

験それぞれの試験科目を設定すること。 

学科試験の科目は、技能評価の対象となる職種等の業務を適切に遂行するた

めの技能の裏付けとなる知識を有するかどうかを評価できるように設定するこ

と。安全衛生関係については、必ず単独の科目（「安全衛生」等）として設定

すること。 

実技試験の科目は、技能評価の対象となる職種等に対応する技能を評価でき

るように設定すること。 

一職種等に複数の作業が包含される場合は、各作業に共通する分野と各作業

の専門分野を区別して設定すること。 

ｃ 技能検定制度の試験基準に係る技能等の表現方法 

技能検定制度の試験基準に書かれている合格に必要な技能等の程度について

表現した例であり、申請する技能実習評価試験の場合の初級、専門級、上級等

の技能等の表現についてもこれを参考にすること。 

（技能検定の例） 

1) 特級相当 

 検定職種ごとの管理者又は監督者が通常有すべき技能及びこれに関する知

識の程度 

2) 1級相当 
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検定職種ごとの上級の技能労働者が通常有すべき技能及びこれに関する知

識の程度 

3) 2級相当（技能実習評価試験では上級） 

検定職種ごとの中級の技能労働者が通常有すべき技能及びこれに関する知

識の程度 

4) 3級相当（技能実習評価試験では専門級） 

検定職種ごとの初級の技能労働者が通常有すべき技能及びこれに関する知

識の程度 

5) 旧基礎1級（技能実習評価試験では中級） 

検定職種ごとの基本的な業務を遂行するために必要な技能及びこれに関す

る知識の程度 

6) 基礎級（技能実習評価試験では初級） 

検定職種ごとの基本的な業務を遂行するために必要な基礎的な技能及びこ

れに関する知識の程度 

ｄ 一職種二作業の場合の試験基準の例 

試験基準の学科試験の欄に「前各号に掲げる科目のほか、次に掲げる科目の

うち、受検者が選択するいずれか一の科目」という記載を行い、その後、対象

作業に特化した内容を記載すること。また、実技試験では「次の各号に掲げる

科目のうち、受検者が選択するいずれか一の科目」という記載を行い、対象作

業に特化した内容を記載すること。 

（イ）技能実習評価試験問題作成要領（様式１－２－②号） 

（ア）で作成した「試験基準」に基づいて、試験問題作成要領を策定すること。

また、出題形式や採点基準を検討し、下記の点に留意の上、試行試験問題を作成す

ること。 

ａ 学科試験・実技試験の共通の留意事項 

（ａ）等級設定 

段階別の等級（初級、専門級及び上級）を設定する（特級相当、1級相当又

は中級の等級の区分設定を妨げるものではない。）。 

また、各等級間のレベルの差異を明確にし、原則として、問題内容で差をつ

けること。なお、問題内容に問題数を加味することで等級間の差異を設定する

こともあり得るが、問題数と試験時間のみで等級間の差異を設定することは避

けること。 

（ｂ）使用言語等 

試験は、特段の事情を有する場合を除き、原則として全て日本語で行うこと。 

問題作成に当たっては、技能実習生が理解できる程度の平易な日常の言葉を

用いること。特に初級の問題は、平仮名で分かち書きし、ヘボン式ローマ字を

併記することを原則とすること。また、試験問題には、写真や図を多用する等、

受検者が試験問題の内容を理解することが容易となるように工夫すること。な

お、試験問題は試験監督者による読上げ等を行い、受検者から質問等を受け付
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けてもよいものとするが、この場合、試験の解答又はその参考に繋がる解説を

行わないように留意すること。 

なお、専門用語については、英単語を併記しても差し支えない。 

 

ｂ 試行試験の実施 

試行試験問題の作成後、新規認定の際には必ず試行試験を行うこと。認定後は

必要に応じて実施することとし、試験基準の変更など試験問題の内容が変わる場

合は必ず実施すること。なお、試行試験の対象者については、次の（ａ）～（ｃ）

を想定しているが、それぞれの職種等に応じて決定すること 

（ａ）初級については、既に受け入れられている第一号の技能実習生 

（ｂ）類似又は近縁職種で受け入れられている第一号、第二号又は第三号の技能実

習生 

（ｃ）（ａ）又は（ｂ）の対象となり得る技能実習生がいない場合は、追加を検討

している職種等に従事している外国人労働者又は日本人労働者 

（ウ）技能実習評価試験実技試験問題一覧表、採点基準及び採点表（様式１－２－③、

④及び⑤号） 

様式に従い、等級区分ごとに主要な達成目標技能等を定義づけるとともに、採点

基準及び採点表を作成すること。 

（エ）技能実習評価試験実施要領（様式１－２－⑥号） 

試験監督者用に、試験監督者の選任基準、秘密保持義務、任期、実技試験及び学

科試験について、試験前の準備、試験中の対応、試験終了後の処理、不正行為への

対応等、試験実施に当たり留意すべき事項等をまとめた試験実施要領を作成するこ

と。 

ａ試験実施日程の確保等 

学科試験及び実技試験は同一会場で同一日に実施することを原則とし、試  

験時間等もそれに合わせて設定する。職種・作業によっては、特定の企業の設

備を借り上げて実施することも可能であるが、その設備等の保全や当該企業の

従業員が有利にならないよう、配慮する必要がある。また、特定の企業の設備

を借り上げる場合は、企業の通常の操業に支障のないように配慮すること。 

 

ｂ 実技試験の留意事項 

（ａ）課題設定等 

実技試験は、試験基準に定める技能等の範囲・程度を逸脱しないことに留意

し、原則として受検者に実際に課題の製作、組立て、調整等を行わせる作業試

験により実施すること。なお、製作等作業試験の実施が困難な項目については、

原材料、模型、写真等を提示して、その種類、性状、機能等についての判別、

判断等を行わせる判断等試験、又は現場的なテーマを紙上で提示し、作業方法

の決定、予測、計算等を行わせる計画立案等作業試験といった出題形式を組み

合わせた実技試験課題を作成すること。 
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実技試験課題（判断等試験及び計画立案等作業試験に係るものを除く。）は

事前に公表するものとする。 

実技試験問題を作成する際の留意点は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）試験時間 

試験時間は１時間を標準とすること。 

（ｃ）採点 

採点を担当する者が用いる採点基準（様式１－２－④号）を作成すること。

採点基準には、採点項目、配点、採点方法・採点する時期、減点数等について

記載すること。採点基準は、できるだけ詳細に記載し、採点担当者による差違

が少なくなるよう配慮すること。なお、採点項目及び採点方法については、採

点の公平の観点から可能な限り客観的なものにすること。  

（ｄ）合否判定 

原則として、完璧な作業に比べて、60％の完成度で合格とし、製作等作業試

験、判断等試験及び計画立案等作業試験を併用している場合は、いずれかの得

点が40％未満の場合は不合格にすること。また、出題形式を２つ以上併用する

場合（製作等作業試験と判断等試験の組合せ等）については、次のように設定

することが考えられる。 

【実技試験の合否判定基準】（例） 

 出題形式の組合せ 配 点 最低基準点 

（配点×0.4） 

合格点 

１ 製作等作業試験のみ      100      －  60以上 

２ 製作等作業試験＋判

断等試験 

製作等作

業試験 

 60    24以上  60以上 

判断等試

験 

 40    16以上 

３ 製作等作業試験＋判

断等試験＋計画立案

等作業試験 

製作等作

業試験 

 60    24以上  60以上 

判断等試  20     8以上 

・ 問題内容は、できるだけ実習実施現場における通常の業務内容に則したも

のにすること。 

・ 内容が明確で実施可能かつ評価可能なものとすること。 

・ 同一品質・規格の材料・機械･器具等を使用し、同一物を製作させるなど、

不公平のないよう配慮すること（試験用材料は安価かつ入手容易なものとす

る。）。 

・ 試験基準の全ての要素を網羅する問題である必要はなく、各作業項目のう

ち、核となる技能要素を中心に、必要に応じて他の要素を織り込むこと。   

・ １職種に複数の作業が包含される場合、各作業の試験時間に大きな差が生

じないように考慮すること。  
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験 

計画立案

等作業試

験 

 20     8以上 

 

ｃ 学科試験の留意事項 

（ａ）問題設定 

学科試験問題の作成に当たっては、次の点に留意すること。 

ⅰ 試験基準の全範囲を網羅するようにすること。  

試験基準の項目からそれぞれ偏りなく出題するように設定すること。また、

安全衛生に関しては必ず出題すること。 

ⅱ 試験基準に定める技能等の範囲・程度を逸脱しないようにすること。 

（ｂ）出題形式 

原則として初級及び中級は１問１答の真偽法（○×式）とし、内容は、技能

の裏付けとなる知識を問うものにすること（専門級及び上級は多肢選択法でも

差し支えない。）。 

（ｃ）問題数・試験時間 

問題数は、初級は20問程度、中級及び専門級は30問程度とし、試験時間は１

時間を標準とすること。上級は50問程度とし、試験時間は1時間40分を標準と

すること。 

（ｄ）採点 

原則として、加点法とすること。 

（ｅ）合否判定 

 原則として、正答率65％以上を合格とすること。 

 

（オ）技能実習評価試験フローチャート（様式１－２－⑦号） 

様式に従い、技能実習評価試験の受検から、合格に至るまでのフローチャートを

作成すること。 

（カ）技能実習評価試験合否判定基準（様式１－２－⑧号） 

等級区分ごとに学科試験及び実技試験の合否判定基準（合格点）を作成すること。

その際、原則として、実技試験は正答率60%以上、学科試験は正答率65%以上を合格

にする等、合格点数の水準を低く設け過ぎないように留意すること。 

（キ）技能実習評価試験実技試験採点表（署名又は押印用）（様式１－２－⑤号） 

技能実習生が提出した答案を円滑かつ迅速に評価するため、試験監督者用の採点

表を等級区分ごとに作成すること。 

（ク）技能実習評価委員会規程（様式１－２－⑨号） 

技能実習評価試験を客観的かつ公平に運営するため、技能実習評価試験委員会が

作成した試験の試験基準及び試験問題に関する審査及び決定等を行う組織として、

技能実習評価委員会（以下「評価委員会」という。）を設置し、評価委員会規程を
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整備すること。評価委員会規程には次の事項を盛り込むこと。 

ａ 目的 

ｂ 評価委員会の組織体制（委員長等の設置、評価委員数、評価委員の任期等を含

む。） 

ｃ 評価委員が有する知見等 

評価試験対象職種について専門的な技能等又は学識経験を有する者を選任す

ること。また、少なくても１名以上は学識経験者を選任すること。ただし、受検

者の所属企業の関係者を選任できないようにする等の公平性を担保する措置を

設けること。 

ｄ 委員会の開催 

ｅ 委員会の職務 

ｆ 委員の氏名、所属及び役職（別紙とすること） 

（ケ）技能実習評価試験委員会規程（様式１－２－⑩号） 

技能実習評価試験を客観的かつ公平に運営するため、試験基準及び試験問題等の

原案を作成する組織として、技能実習評価試験委員会（以下「試験委員会」という。）

を設置し、試験委員会規程を整備すること。試験委員会規程には次の事項を盛り込

むこと。 

ａ 目的 

ｂ 試験委員会の組織体制（委員長等の設置、試験委員数、試験委員の任期等を含

む。） 

ｃ 試験委員が有する知見等 

評価試験対象職種等に係る専門的な技能等又は学識経験を有する者について、

選任基準を設けること。ただし、受検者の所属企業の関係者を選任できないよう

にする等の公平性を担保する措置を設けること。 

ｄ 試験委員会の開催 

ｅ 試験委員会の職務 

ｆ 試験委員の氏名、所属及び役職（別紙とすること） 

エ 技能実習評価試験実施計画書（様式１－３号） 

 本計画書は、技能実習評価試験の実施時期及び場所の要件を満たしていることを示

すためのものであり、監理団体及び実習実施者の要請に応じ、適切な時期（随時）及

び場所に試験を実施する旨を表した試験実施計画書を作成すること。 

オ 定款若しくは寄附行為又はこれらに準ずる規程等及び登記事項証明書の写し 

原則として、認定を受けようとする試験実施機関の定款若しくは寄附行為又はこれ

らに準ずる規程等及び登記事項証明書である。 

カ 決算等に関する次の書類の写し 

（ア）財務諸表（貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書））その他附属書類 

（イ）（ア）と同時期の会計の監査結果を記載した書類 

（ウ）技能実習評価試験を実施することとして作成された、技能実習評価試験を開始し

ようとする日の属する事業年度における事業計画書及び当該申請に係る収支予算
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書 

（ア）及び（イ）により、認定申請者が十分な財務基盤を有しているかを確認す

るとともに、団体として適正な会計処理を行っているかを確認するものである。 

他方、（ウ）は、技能実習評価試験を開始するにあたり、適正に行うことができ

るかどうかの見通しが立っているかについて確認を行うためのものであり、（ア）

と併せて確認することで認定申請者が技能実習評価試験を中長期に渡って運営す

ることができるかどうかを判断するための書類として求めるものである。 

キ 認定の申請に関する意思の決定を証する書類 

 団体として意思を決定したことを証する書類であり、例えば総会、理事会等の議事

録を指す。 

ク 評価試験対象職種における必須業務等に関する有識者意見確認書（様式１－４号） 

認定申請者が評価試験対象職種に関し、知見を有する有識者からヒアリングの実施

等を行い、必須業務、関連業務及び周辺業務（以下「必須業務等」という。）を次の

（ア）の様式に従って整理すること。また、技能実習計画のモデル例も併せて作成す

ること。 

（ア）対象職種に係る技能等を修得等するための必須業務等を整理した書類(審査基準)

（様式１－４－①号） 

（イ）技能実習計画のモデル例（様式１－４－②号） 

ケ 参考資料 

（ア）申請職種の概要、産業上の位置付け、職業分類（厚生労働省編職業分類）上の考

え方、業界団体の状況その他必要な情報に係る書類 

申請する職種について、次の内容が盛り込まれた資料を作成し、添付すること。 

・ 職種及び作業の定義 

・ 産業界における位置付け 

・ 職業分類上の考え方 

・ 必要な技能等 

・ 修得等するために必要な業務、関連する業務など 

・ 使用する素材、材料等 

・ 使用する機械、器具等 

・ 製品の例 

・ 労働安全衛生上の必要な対策 

・ 業界団体の状況 

（イ）技能実習評価試験問題の例 

等級区分ごとの試験問題（実技試験及び学科試験）の例を添付すること。 

（ウ）海外の実習ニーズを証明する書類 

全国型試験に係る認定基準（４）等のとおり、海外の行政機関が発した要望書等

を添付すること。 

（エ）申請職種等に係る外国人技能実習生（技能実習１号）の受入れ状況等の国内の受

入れ見込みがわかる書類 
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（オ）受検料を記載した書面（社内検定型試験の場合は、企業単独型実習実施者が試験

実施機関として申請する場合は除く。） 

等級ごとの１人１回当たりの受検料（予定）。必ず算出根拠を示すこと。再試験

の受検料も定める必要がある。 

（注）社内検定であっても、技能実習生から受検料を徴収することは禁止される。 

（カ）認定申請者の概要 

パンフレット等を添付すること。 

（キ）その他必要な書類 

海外人材育成担当参事官室又は機構の指示に基づき必要な書類を添付すること。 

  

第９ 技能実習評価試験の認定等の通知・公表 

 

 認定等の通知及び公表 

（１）人材開発統括官は、技能実習評価試験の認定、変更の承認及び認定の取消し（以下「認

定等」という。）をしたときは、当該試験実施機関に通知する。 

（２）人材開発統括官は、（１）の認定等をしたときは、試験実施機関の名称、代表者の氏

名、所在地、試験実施機関の名称及び移行対象職種の名称等を、法務省及び業所管省庁

並びに外国人技能実習機構に対し通知する。 

（３）人材開発統括官は、（１）の認定等の事実を公表するとともに、法務省及び厚生労働

省は必要に応じて省令を改正する。 
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（参考） 事業所管大臣の定める告示について 

 

   施行規則において、事業所管大臣は、技能実習の内容の基準、技能実習生の数等につ

いて、特定の職種及び作業に特有の事情に鑑みて、法務大臣及び厚生労働大臣に協議の

上で、告示で定めることができることとされている。 

    

   この事業所管大臣の定める告示についての手続きは、移行対象職種の追加と関連する

ことが考えられるため、その手続きについてここに記載する。 

 

 

１ 事業所管大臣が告示で定められる事項 

 

・ 技能実習の内容の基準（規則第 10 条第２項） 

・ 技能実習を行わせる体制の基準（規則第 12 条第１項） 

・ 技能実習を行わせる事業所の設備の基準（規則第 12 条第２項） 

・ 技能実習生の待遇の基準（規則第 14 条） 

・ 技能実習生の数（規則第 16 条第３項） 

・ 実習実施者の帳簿書類（規則第 22 条第１項） 

・ 監理団体の法人類型（規則第 29 条第２項） 

・ 監理団体の監査の方法（規則第 52 条第１号） 

・ 監理団体の業務の運営に関する基準（規則第 52 条） 

・ 監理団体の帳簿書類（規則第 54 条第１項） 

 

 

２ 事業所管大臣が告示を定める手続きの留意点 

 

（１）厚生労働省及び法務省への協議 

   １の事項について、特定の職種及び作業について告示において基準を定めようとする

場合は、法務省入国管理局入国在留課及び厚生労働省人材開発統括官付海外人材育成担

当参事官室に相談することが必要である。 

 

（２）専門家会議の関係 

   事業所管大臣の定める告示については、専門家会議の確認事項ではないが、移行対象

職種への追加を判断するにあたり、告示で定めることを予定している事項について、専

門家会議から業所管省庁へ参考資料の提出や説明などが求められる場合がある旨、留意

すること。 

 

 























































































（様式１－５号） 

平成○○年○月○日 

開発○○○第○号 

 

 

技能実習評価試験 認定通知書 

 

 

●●●● 殿 

 

 

厚生労働省人材開発統括官 

 

 

貴団体より平成○○年○月○日付けで申請のあった技能実習評価試験に

ついては、下記の事項を条件として認定します。 

 

 

記 

 

 

１ 事務取扱要領の内容を遵守し、適正に技能実習評価試験を運用すること。 

２ ～～～～～に配慮した運用をすること。 

３ ・・・・・・・・・・・・・・・こと。 

 

 

以上 



（様式２－１号） 

 

平成○○年○○月○○日 

開 海 発 第 ○ ○ ○ 号 

 

○○省○○局○○課  

     課長（課室長級以上の役職者を想定） 殿 

 

厚 生 労 働 省 参 事 官 

          （海外人材育成担当） 

 

 

   ○○職種（△△作業）の追加について（照会） 

 

貴職が所管する◯◯職種・△△作業について、下記のとおり技能実習移行対象職

種・作業として追加の要望があるところ、その前提として、技能実習評価試験の整備

を進めることとしてよろしいかお伺いする。 

 

 

記 

 

 

１ 追加の要望がなされている移行対象職種・作業の名称（予定） 

 

◯◯職種・△△作業 

 

２ 試験実施機関として認定を受けようとしている者 

 

～～～協会 

 

３ 追加の要望がなされている移行対象職種・作業において、技能実習生が技能習

得のために従事する業務内容等（予定） 

 

   

 

４ その他 

 

以上 

 









（様式４号） 

技能実習評価試験 実施状況報告書（○○年度） 

年  月  日 

 

１．試験実施機関名  

２．職種名  

３．作業名  

４．事業の概況 
 

 １）受検企業（団体）数 
 

 ２）国別受検者数 
○○：●人、□□：■人、△△：▲人 

等級 試験 
受検者数 

及び回数 
合格者数 

再受検者数 

及び回数 

再受検 

合格者数 

延べ受検者

数及び延べ

回数 

最終 

合格者数 

初級 

学科 
   人 

   回 
   人 

   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

実技 
   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

専門級 

学科 
   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

実技 
   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

上級 

学科 
   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

実技 
   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

合計 

学科 
人 

回 
 人 

人 

回 
 人 

人 

回 
 人 

実技 
人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

   人 

回 
   人 

（注）報告は作業ごとに行うこと。 

   それぞれの等級毎に実施した下の表に記載すること。 

○○年 4月 1日から△△年 3月 31 日 実施分 

その他 




